
 

 

 

 

 

 

令和７年度 教育委員会事務局 予算概要について 
 

令和７年度 教育委員会事務局予算概要は、次のとおりです。 

 

教育委員会事務局主要事業 

 

１ 教育 DX 基盤の形成 【P６】 

約 26 万人の児童生徒、その保護者、約２万人の教職員を結び、膨大なデータを生かしきる、セ

キュリティの高いネットワーク基盤を構築し、教育委員会事務局を含めたつながりの強化を進め

ます。 

２ 教育ビッグデータを活用した教育 DX の推進 【P８】 

１人１台端末により得られる教育ビッグデータを、児童生徒一人ひとりの学習進度に応じた 

オーダーメイドの学びや、データを活用した効果的な教育に生かします。 

３ 「グローバル教育」と「誰もが学びを保障される環境」の充実 【P10】 

教室や学校などの「リアル」空間での学びを一層充実させるとともに、「オンライン」空間や

「バーチャル」空間の構築と充実を図ります。 

 子どもたち一人ひとりが個性や関心、さらには状況に応じて、３つの空間から自ら選択できる

環境を確保することで、学びの保障と充実を進めます。 

４ 共創による教職の魅力づくりとプロモーション 【P14】 

教職員が本来業務である授業準備や児童生徒支援に専念できるよう、組織体制の強化やデジタ

ル技術等を活用した「働き方改革」を推進します。 

また、産官学の共創により、横浜の教育の質や教職の魅力を高める場を創出します。 

これらの取組を一体的に推進し、効果的なプロモーションを展開することで、志願者減が続く

教員採用試験の受験者数増加につなげます。 

５ 巨大事業体に相応しい組織運営の改革 【P16】 

他都市に類を見ない巨大組織である教育委員会事務局のガバナンスの強化と教育の質の向上を

図るため、ICT によるプラットフォームで情報を可視化し、外部有識者の知見を活用した重層的な

リスク管理・コンプライアンス推進体制を新たに構築します。 

６ 不登校支援・いじめ防止に向けた総合的な対策の充実・強化 【P18】 

「だれもが」「安心して」「豊かに」生活できる学校づくりに取り組むため、不登校支援・いじ

め対策部を新たに設置します。 

 関係区局とも連携しながら、不登校児童生徒一人ひとりに合った安心できる居場所と学びの機

会の確保、いじめの未然防止、早期対応等に向けた取組の充実、学校における相談・支援体制の強

化に取り組みます。 
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７ 中学校における全員給食の着実な実施 【P20】 

８年度からの全員給食に向けた環境整備や各種準備を着実に進めるとともに、食材の充実を図

りつつ、生徒の意見を取り入れながら魅力的なメニューを提供するほか、給食を教材とした食育

を一層推進します。 

８ 市民の豊かな学びに向けた図書館ビジョンの推進 【P22】 

「横浜市図書館ビジョン」の具体化に向け、「今後の市立図書館再整備の方向性」（６年 12 月

公表）に基づき、サービス充実に向けて取り組みます。 

９ 図書館サービスの充実 【P24】 

市民の課題解決や暮らしに役立つ情報の提供など図書館サービスの充実を図ります。 

10 学校施設の老朽化対策と機能充実 【P26】 

学校施設の老朽化対策や機能の充実、良好な教育環境の維持・向上を図るため、学校の建替え、

老朽化対策及びトイレの洋式化の加速、体育館や給食室への空調設備の設置、学校照明の LED 化

改修、通学区域や学校規模の適正化等を実施します。 

11 特別支援教育の推進、福祉・医療等との連携による支援 【P28】 

特別な支援や配慮を必要とする児童生徒が増加している状況を踏まえ、特別支援教室実践推進

校や通級指導教室の拡充により、学びの場を充実します。 

また、更なる専門性の向上が急務な個別支援学級へのコンサルテーション事業を、新たに創設

します。 

さらに、医療的ケアのある児童生徒が安心・安全に通えるよう、肢体不自由特別支援学校にお

ける学校看護師体制を拡充し、組織体制の強化を図ります。 

12 新たな時代に向けた高校教育の推進 【P30】 

市立高等学校では各学校の特色ある取組を発展させ、魅力ある高校づくりを引き続き行うとと

もに、グローバル教育やサイエンス教育の取組により、世界で活躍することができる人材を育成

します。 

13 人権尊重の精神を基盤とする教育活動の推進 【P31】 

教職員一人ひとりが豊かな人権感覚を身につけるとともに、あらゆる差別をなくすために行動

できる児童生徒の育成を図ります。 

また、豊かな情操や規範意識、公共心、伝統や文化を尊重する心など、子どもたちの人格形成の

基盤となる精神を育成する教育活動を推進します。 

14 多様な主体とつながる教育の充実 【P32】 

子どもに関する課題や学校の課題の解決と未来を担う子どもたちの豊かな成長のために、学校

が地域と連携・協働し、子どもの学びや育ちを支えます。 

15 教職員人件費等 【P33】 

本市の教育施策や児童生徒・学校・地域の実情、国の定数改善等に応じた教職員の配置等を行

い、更なる教育の質の向上を図ります。 

16 学校保健の推進 【P34】 

児童生徒等の健康の保持・増進のため、各種健康診断を実施します。 

また、学校保健安全法や学校環境衛生基準に基づき、学校保健を推進するため各種事業を実施

します。 

 



 

 

 

17 健やかな体の育成 【P34】 

各種大会や研究会などを通じ、児童生徒への体育への興味関心を高めるとともに、技能の向上

や体力の増進を図り、体験活動等を通して健やかな成長を支援します。 

18 学校管理・運営 【P35】 

学校施設の保全を図るための設備維持管理に必要となる経費の配当や、教育環境を維持するた

めの教育機器等の整備を行います。 

また、これまで学校ごとに予算配当していた業務の集約化や学校の体制強化・校務 DX の推進に

より、教職員等の負担軽減に取り組みます。 

19 生涯学習の推進 【P36】 

生涯学習の振興を図るため、市民への学習機会の提供、学習活動への支援等を進めます。 

20 横浜の歴史に関する学習の場の充実 【P36】 

文化財保護法や市文化財保護条例、６年度文化庁認定を受けた横浜市文化財保存活用地域計画

等に基づき、市内文化財の保存・活用を進めます。また、横浜市歴史博物館ほか４館の管理運営を

行います。 

 

財源創出の取組・個人版ふるさと納税、地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）の推進 【P37】 

令和７年度 教育予算総括表 【P38】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

お問合せ先 

教育委員会事務局総務課長 森長 秀彰 Tel 045-671-3223    



 

教育委員会事務局 お問合せ先一覧 

頁 事業名 担当 電話番号 

１ 教育予算案について 総務課長 森長 秀彰 671-3223 

１ 市立学校の学校数等 学校計画課長 大塚 俊昭 671-4011 

２ 令和 7年度予算の重点ポイント 総務課長 森長 秀彰 671-3223 

１ 教育 DX基盤の形成 

６ (1)家庭と学校の連絡システム（すぐーる） 小中学校企画課情報教育担当

課長 中川 譲 

671-4498 

６ (2)横浜 St☆dy Navi 教育課程推進室長 丹羽 正昇 671-3723 

６ (3)校務環境のクラウド化 小中学校企画課情報教育担当

課長 中川 譲 

671-4498 

６ (4)新たな教育センターの整備推進 教育政策推進課担当課長 

川島 大介 

671-3771 

２ 教育ビッグデータを活用した教育 DX の推進 

８ (1)教育データサイエンスの推進   

 ① 横浜教育データサイエンス・ラボ 教育課程推進室長 丹羽 正昇 671-3723 

 ② データハウス 教育課程推進室長 丹羽 正昇 671-3723 

３ 「グローバル教育」と「誰もが学びを保障される環境」の充実 

10 (1)リアル空間   

 ① 英語教育推進事業 教育課程推進室長 丹羽 正昇 671-3723 

 ② 国際理解教育推進事業 小中学校企画課長 高橋 義成 671-3233 

 ③ 横浜型の「チーム担任制」の研究 教育課程推進室長 丹羽 正昇 671-3723 

10 (2)オンライン空間   

 ① 学校図書館への電子書籍導入 小中学校企画課情報教育担当

課長 中川 譲 

671-4498 

 ② オンラインでの学びの充実 人権教育・児童生徒課担当課長 

末吉 和弘 

教育課程推進室長 丹羽 正昇 

671-3773 

 

671-3723 

 ③ 国際理解教育推進事業 小中学校企画課長 高橋 義成 671-3233 

10 (3)バーチャル空間   

 ① グローバルモデル校推進事業 教育課程推進室長 丹羽 正昇 

高校教育課長 宮村 浩文 

671-3723 

671-3289 

４ 共創による教職の魅力づくりとプロモーション 

14 (1)教職員の働き方改革の推進   

 ① チーム力の強化・外部人材の配置 小中学校企画課長 高橋 義成 

教育課程推進室長 丹羽 正昇 

教職員人事課長 片山哲夫 

671-3233 

671-3723 

671-3226 

 ② 校務 DX の推進 小中学校企画課情報教育担当

課長 中川 譲 

671-4498 

 ③ 業務の適正化・精選・アウトソース 教育政策推進課担当課長 

川島 大介 

小中学校企画課長 高橋 義成 

小中学校企画課情報教育担当

課長 中川 譲 

健康教育・食育課長  

長田 和彦 

671-3771 

 

671-3233 

671-4498 

 

671-3234 

14 (2)教職員の育成・教職の魅力づくり 教職員育成課長 町田 大樹 411-0511 

15 (3)教員採用・プロモーション等の強化   



 

 

 

 ① 教員採用試験の多様化及び教員確保策の

総合的な調査研究 

教職員人事課長 片山哲夫 671-3226 

 ② 地方会場での採用試験説明会・第一次試

験の実施 

教職員人事課長 片山哲夫 671-3226 

 ③ 教育の魅力発信プラットフォームによる

発信 

健康教育・食育課プロモーシ

ョン担当課長 吉池 玲美 

671-4837 

５ 巨大事業体に相応しい組織運営の改革 

16 (1)重層的なリスク管理推進体制の考え方 職員課長 原田 智 671-3795 

16 (2)教育 SOS サポートプラットフォームの構

築 

小中学校企画課情報教育担当

課長 中川 譲 

671-4498 

16 (3)外部有識者（弁護士等）の活用   

 ① スクールロイヤーの活用 北部学校教育事務所指導主事

室長 込江 茂久 

944-5957 

 ② 民間コンサルタント等へのアドバイザリ

ー委託 

総務課長 森長 秀彰 671-3223 

 ③ 総合的な不登校支援・いじめ対策におけ

る専門家の活用 

人権教育・児童生徒課担当課長 

並河 麻由子 

671-3718 

６ 不登校支援・いじめ防止に向けた総合的な対策の充実・強化 

18 (1)不登校児童生徒支援事業 人権教育・児童生徒課担当課長 

末吉 和弘 

671-3773 

18 (2)いじめ防止対策推進事業 人権教育・児童生徒課担当課長 

並河 麻由子 

671-3718 

18 (3)スクールカウンセラー活用事業・スクー

ルソーシャルワーカー活用事業 

人権教育・児童生徒課担当課長 

末吉 和弘 

671-3773 

７ 中学校における全員給食の着実な実施 

20 (1)８年度中学校全員給食の着実な実施   

 ① ７年度の喫食率拡大への対応 健康教育・食育課中学校給食

推進担当課長 

三石 晃司 

671-4591 

 ② 中学校給食の取組を支える体制強化 健康教育・食育課中学校給食

推進担当課長 

三石 晃司 

671-4591 

20 (2)安全・安心な給食の提供   

 ① 小学校・特別支援学校等の給食提供 健康教育・食育課担当課長 

楢﨑 佳代子 

671-3687 

 ② 給食食材の安定的な調達 健康教育・食育課担当課長 

楢﨑 佳代子 

671-3687 

８ 市民の豊かな学びに向けた図書館ビジョンの推進 

22 (1)市立図書館の再整備・機能拡張   

 ① 港北図書館の再整備に向けた検討 教育政策推進課担当課長 

吉原 綾子  

671-3271 

 ② 地域図書館のリノベーション 教育政策推進課担当課長 

高柳 友紀  

中央図書館企画運営課長 

小田川 紀可 

671-4903 

 

262-7342 



 

 

 

 
 

 ③（仮称）豊岡町複合施設再編整備事業（鶴

見図書館分） 

教育政策推進課担当課長 

高柳 友紀  

671-4903 

 ④ のげやま子ども図書館整備 教育政策推進課担当課長 

吉原 綾子  

中央図書館企画運営課長 

小田川 紀可 

671-3271 

 

262-7342 

 ⑤ 新大型図書館の基本構想策定検討 教育政策推進課担当課長 

吉原 綾子  

671-3271 

22 (2)図書サービスへのアクセス性の向上 教育政策推進課担当課長 

高柳 友紀  

671-4903 

22 (3)デジタル技術の積極導入 教育政策推進課担当課長 

吉原 綾子  

中央図書館企画運営課長 

小田川 紀可 

671-3271 

 

262-7342 

９ 図書館サービスの充実 

24 (1)図書館の管理・運営   

 ① パマトコ（市子育て応援アプリ）と図書館

情報システムの連携 

中央図書館企画運営課長  

小田川 紀可 

262-7342 

 ② 読書活動の推進について 中央図書館企画運営課長  

小田川 紀可 

262-7342 

24 (2)図書館資料の充実に向けた取組 中央図書館調査資料課長  

石合 智晃 

262-7343 

24 (3)中央図書館の窓口サービスの運営 中央図書館サービス課長 

小澤 美奈子 

262-7344 

24 (4)障害のある方への読書支援 中央図書館サービス課長 

小澤 美奈子 

262-7344 

24 (5)窓口業務委託による地域図書館・図書取

次所の運営 

中央図書館企画運営課長  

小田川 紀可 

262-7342 

10 学校施設の老朽化対策と機能充実 

26 (1)学校施設の計画的な建替え  教育施設課担当課長  

倉本 一昭 

671-3186 

27 (2)老朽化対策及びトイレ洋式化の加速 教育施設課担当課長  

杉浦 達彦 

671-3502 

27 (3)空調整備の加速化 教育施設課担当課長  

杉浦 達彦 

671-3502 

27 (4)学校照明 LED 化改修 教育施設課担当課長  

杉浦 達彦 

671-3502 

11 特別支援教育の推進、福祉・医療等との連携による支援 

28 (1)特別支援教育の推進   

 ① 特別支援教室実践推進校の拡充 特別支援教育課長 金井 国明 671-3956 

 ② 通級指導教室の整備 特別支援教育課長 金井 国明 671-3956 

 ③ 特別支援教育支援員事業 特別支援教育課長 金井 国明 671-3956 

28 (2)特別支援教育における専門職との連携 特別支援教育課長 金井 国明 671-3956 



 

 

 

 
28 (3)インクルーシブ教育モデル研究事業  特別支援教育課長 金井 国明 671-3956 

28 (4)就学・教育相談事業 特別支援教育相談課長  

小池 美恵子 

336-6020 

29 (5)福祉・医療等との連携による支援   

 ① スクールバス運行事業 特別支援教育課長 金井 国明 671-3956 

 ② 特別支援学校医療的ケア体制整備事業 特別支援教育課担当課長  

嘉代 佐知子 

671-3187 

 ③ 医療的ケア児・者等支援促進事業 特別支援教育課担当課長  

嘉代 佐知子 

671-3187 

29 (6)特別支援学校における非常用電源の整備 特別支援教育課長 金井 国明 671-3956 

12 新たな時代に向けた高校教育の推進 

30 (1)新たな時代に向けた高校教育の推進   

 ① 横浜市立高校グローバル人材育成事業 高校教育課長 宮村 浩文 671-3289 

 ② 高等学校教育費 高校教育課長 宮村 浩文 671-3289 

 ③ 特色ある高校教育推進費 高校教育課長 宮村 浩文 671-3289 

 ④ 中高一貫教育校推進事業 高校教育課長 宮村 浩文 671-3289 

13 人権尊重の精神を基盤とする教育活動の推進 

31 (1)人権尊重の精神を基盤とする教育活動の

推進 

  

 ① 人権教育推進事業 人権教育・児童生徒課長  

松田 肇 

671-3706 

 ② 豊かな心の育成事業 小中学校企画課長 高橋 義成 671-3233 

14 多様な主体とつながる教育の充実 

32 (1)多様な主体とつながる教育の充実   

 ① 学校運営協議会推進事業 学校支援・地域連携課長  

大峽 誠  

671-3239 

 ② 学校・地域連携推進事業 学校支援・地域連携課長  

大峽 誠  

671-3239 

 ③ 小中一貫教育推進事業 教育課程推進室長 丹羽 正昇 671-3723 

15 教職員人件費等 

33 (1)教職員人件費等   

 ① 教職員人件費 教職員労務課長 大木 靖博 

教職員人事課長 片山 哲夫 

671-3227 

671-3226 

 ② 非常勤講師等人件費 教職員労務課長 大木 靖博 

教職員人事課長 片山 哲夫 

671-3227 

671-3226 

 ③ 職員室業務アシスタント配置事業 教職員人事課長 片山 哲夫 671-3226 

 ④ 教職員旅費 教職員労務課長 大木 靖博 671-3227 

16 学校保健の推進 

34 (1)学校保健   

 ① 児童・生徒等健康診断費 健康教育・食育課長  

長田 和彦 

671-3234 

 ② むし歯予防事業 健康教育・食育課長  

長田 和彦 

671-3234 

 



 

 

 

 ③ 健康・安全教育推進事業 健康教育・食育課長  

長田 和彦 

671-3234 

17 健やかな体の育成 

34 (1)学校体育   

 ① 学校体育振興事業 小中学校企画課長 高橋 義成 671-3233 

 ② 少年自然の家運営費 小中学校企画課長 高橋 義成 671-3233 

18 学校管理・運営 

35 (1)学校配当予算   

 ① 学校運営振興費 東部学校教育事務所教育総務

課長 青木 正章 

総務課長 森長 秀彰 

411-0602 

 

671-3223 

 ② 小破修繕等 教育施設課長 赤羽 孝史 671-3230 

35 (2)学校の負担軽減に向けた取組   

 ① 業務の集約化 小中学校企画課情報教育担当

課長 中川 譲 

健康教育・食育課長  

長田 和彦 

671-4498 

 

671-3234 

 ② 校務 DX の推進 小中学校企画課情報教育担当 

課長 中川 譲 

671-4498 

 ③ チーム力の強化・外部人材の配置 小中学校企画課長 高橋 義成 

教育課程推進室長 丹羽 正昇 

教職員人事課長 片山哲夫 

671-3233 

671-3723 

671-3226 

35 (3)学びの充実に向けた取組 小中学校企画課情報教育担当

課長 中川 譲 

671-4498 

35 (4)災害から子どもを守る学校防災推進事業  総務課長 森長 秀彰 671-3223 

19 生涯学習の推進 

36 (1)生涯学習の推進   

 ① 二十歳の市民を祝うつどい 生涯学習文化財課長 

渡辺 貴士 

671-3236 

 ② 横浜市民の読書活動推進事業 生涯学習文化財課長 

渡辺 貴士 

671-3236 

 ③ コミュニティハウスの移設 学校支援・地域連携課長  

大峽 誠  

671-3239 

20 横浜の歴史に関する学習の場の充実 

36 (1)横浜の歴史に関する学習の場の充実   

 ① 博物館等指定管理施設事業 生涯学習文化財課長 

渡辺 貴士 

671-3236 

 ② 文化財保全整備事業 生涯学習文化財課長 

渡辺 貴士 

671-3236 

 
財源創出の取組・個人版ふるさと納税、地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）の推進 

37 財源創出の取組 総務課長 森長 秀彰 671-3223 

37 個人版ふるさと納税、地方創生応援税制（企

業版ふるさと納税）の推進 

  

 (1)「あの学校を応援したい！」 総務課長 森長 秀彰 671-3223 



 

 

 

 (2)「学校施設の整備に協力したい！」 教育施設課長 赤羽 孝史 671-3230 

 (3)「図書館を応援したい！」 中央図書館企画運営課長  

小田川 紀可 

262-7342 

令和７年度 教育予算総括表 

38 令和７年度 教育予算総括表 総務課長 森長 秀彰 671-3223 
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一般会計 116億7,324万円 （＋4.1％）

教育施策の推進に
かかる経費

52億7,474万円 （＋6.7％）

教職員人件費等 ▲７億1,645万円 （▲0.4％）

教育施設整備費 71億1,495万円 （＋20.1％）

差　 引 備　　　 考

校 校 校
505 505 0

　　　　　 　　　　　　 　　　　　　 　　　　　　　 　　小　　学　　校 336 336 0

　　　　　 　　　　　　 　　　　　　 　　　　　　　 　　中　　学　　校 144 144 0

義務教育学校 3 3 0

高  等  学  校 9 9 0

　　　　 　　　　　　 　　　　　　　 　　　　　　　 　　特別支援学校 13 13 0
人 人 人

253,402 256,187 ▲ 2,785

小　　学　　校 167,312 169,197 ▲ 1,885

中　　学　　校 74,585 75,437 ▲ 852

義務教育学校 2,383 2,419 ▲ 36

高  等  学  校 7,632 7,667 ▲ 35

特別支援学校 1,490 1,467 23
学級 学級 学級

10,453 10,352 101

小　　学　　校 7,179 7,086 93

中　　学　　校 2,519 2,521 ▲ 2

義務教育学校 99 96 3

高  等  学  校 214 214 0

特別支援学校 442 435 7
※７年度の児童生徒数及び学級数は推計値、６年度の児童生徒数及び学級数は実数値

※小・中・義務教育学校の児童生徒数、学級数は個別支援学級を含む

※小学校は、市場小学校けやき分校、新井小学校桜坂分校を含む

※中学校は、新井中学校桜坂分校、南高等学校附属中学校、横浜ｻｲｴﾝｽﾌﾛﾝﾃｨｱ高等学校附属中学校を含む

※高等学校のうち、戸塚高校（全日制と定時制）、横浜商業高校（全日制と別科）はそれぞれ１校として計上

425億4,901万円 354億3,405万円

学　　 級　　 数

■　市立学校の学校数等

区　　　　　分 ７年度 ６年度

学　　 校　　 数

児 童 生 徒 数

増減

■　教育予算案について

838億2,401万円 785億4,927万円

1,713億3,243万円 1,720億4,888万円

区分 ７年度予算額 ６年度予算額

2,977億545万円 2,860億3,221万円

1



● 約40万人が登録する家庭と学校の連絡システムに要望の多い学校関係の手続・提出機能を追加します。

● 児童生徒と教職員約２８万人が活用する学習支援システムのダッシュボードや健康観察機能等を拡充します。

● M365導入・グループウェア全校クラウド移行と校務支援システムの新システム移行の準備を進めます。

❶ 教育DXを推進するための “つながる基盤” の形成と効果的な運用を進めます！

➋ 約2６万人の子どもたちの“データ収集・分析・活用・更新するサイクル”を整備・運用します！

● 約２６万人の児童生徒からのデータを安全かつ効率的に蓄積・管理するデータハウスを整備します。

● 教職員、大学、企業の共創でデータを分析、学びの現場に還元する横浜教育データサイエンス・ラボを駆動します。

● データのビジュアル化など児童生徒や教職員のデータ活用を促進します。

 1人１台端末をベースにしたDXによる教育の早急なリデザインが不可欠

 求められる未来の人材育成や教育現場の課題の質的変化への対応の遅れ

 教職員志願者の減少傾向が続く中で教職の魅力づくり・働き方改革の要請

令和７年度予算の重点ポイント

Ⅰ 新しい学校教育の創造に向けた取組

課題

参照

P 6 

参照

P 8 
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メタバース等リアリティある仮想体験空間づくり
 ・メタバース教室・空間の運用開始
 ・姉妹都市校等との交流授業等
 ・子どものこころの変化をとらえ、安心な学びの
　 環境をつくる「横浜モデル」の開発（P9参照）

場所を選ばず人やツールとつながる学びづくり

 ・電子書籍を全小学校に導入
 ・学習支援システム、ロイロノート、どこでもスタディ

多様な人との関わりや「対面」で学べる環境づくり
 ・チーム学年経営全校展開、チーム担任制試行
 ・ＡＥＴ、ＩＵＩ、学校司書、理科支援員、外部専門人材
 ・児童支援専任教諭、ＳＣ、ＳＳＷ（※２）等配置
 ・インクルーシブ教育モデルの研究・推進

リアル空間

オンライン空間

バーチャル空間

❸ グローバル教育、誰もが学びを保障される“三層の学びの空間”を充実させます！

❹ 新たな教育の創造と教職員の働き方改革など“共創による教職の魅力づくり”を行います！

● チーム学年経営の全校展開、試行校でチーム担任制を研究し、組織的・効果的な学級経営を強化します。

● 外部人材の配置、校務DXの推進、業務の適正化・精選など、総合的な取組で働き方改革を推進します。

● 教員・大学・企業との共創“横浜教育イノベーション・アカデミア（仮称）”で教育の質や教職の魅力を高めます。

● 教員採用試験の多様化や教員の魅力を発信するプロモーションを強化し、教員志望者の増につなげます。

● リアル空間に加え、オンライン、メタバースなど選択できる三層での学びの空間を整備します。

● グローバル教育では、姉妹都市や多くのAET、IUI(※１)を有する強みを生かし立体的な学びを展開します。

● 誰もが学びを保障される環境では、場所を選ばず選択できる重層的な学びの環境を整えます。

方向性

～ “学ぶなら横浜”“教えるなら横浜”“教育DXの横浜”を目指します！～

◆グローバル教育

◆誰もが保障される学び

三層空間で

社会につながる学びを充実

１人１台端末を効果的に活用し、児童生徒、保護者、教職員と学校、教育委員会をつなぐ、

教育DX基盤と約２６万人の児童生徒から届けられる学習や健康観察等のデータを分析、

活用、更新するデータサイクルを整備・運用します。

また、対面の授業などのリアルに加え、オンライン、メタバースの３つの重層的な学びの

空間を整備し、特にグローバル教育、誰もが保障される学びを充実させます。

さらに、新しい教育の創造に向けて、大学・企業等との共創や、外部人材・ICTの活用に

よる教職員の働き方改革と社会につながる学びを進めます。

国際理解・英語教育の多様な

プログラムを三層空間で展開

学習や健康観察・心のケア

までを三層空間で保障

参照

P 14 

（※１）AET…英語でのコミュニケーション能力育成

のための指導助手

IUI…外国の生活や文化を英語で紹介する

外国出身の講師

参照

P 10 

(※２) SC…スクールカウンセラー、SSW…スクールソーシャルワーカー
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❺ 巨大事業体に相応しい組織運営の改革に取り組みます！

❻ 不登校支援・いじめ防止に向けた総合的な対策の充実・強化に取り組みます！

Ⅱ 安全・安心な学校、信頼される組織変革に向けた取組

重層的なリスク管理推進体制＋教育SOSサポートプラットフォーム＋ボトムアップ＋情報共有の見える化

約２６万人、５０５校の他に類をみない組織規模を有する事業体にふさわしいガバナンスの構築

民間企業、他都市を参考にしたガバナンス体制を整備するとともに、ICTを活用した情報や

プロセスの見える化と合わせて、ボトムアップからの組織改革を進めます。

第三者検証等の検証も踏まえた、不登校支援・いじめ防止対策の総合的な対応の体制と仕組みづくり

参照

P 16 

【重層的なリスク管理推進体制（教育委員会版３ラインモデル）】

デジタル活用＋居場所拡充＋専門家拡充＋関係機関との連携強化

児童生徒と保護者を中心に、不登校支援や、いじめの未然防止から早期発見・早期対応、調査実施

までの総合的な対策を再構築し、「だれもが」「安心して」「豊かに」生活できる学校づくりを行います。

【新規・拡充】ガバナンスに関する

アドバイザー・弁護士の活用

第２ライン：事務局全課
所管する業務を通じて

学校と連携し、学校現場

への支援・改善を実施

第１ライン：学校現場
自律的なチェックや

研修等によるリスク

の軽減・未然防止

教 育 委 員 会

【新規・拡充】スクールロイヤーの活用

【新規】教育SOSサポートプラットフォーム機能（ICTを活用）
情報の見える化と情報伝達の迅速化を図り、新たなリスク管理体制を支援

成

【新設】第３ライン：

教育行政監

法務ガバナンス室
第１・２ラインの

業務状況を確認し

助言・指導を実施

参照

P 18 
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❼ 令和８年度中学校給食の全校実施に向けた環境整備に取り組みます!

Ⅲ その他の重点取組

❽ 生涯にわたる学び、知の交流空間づくりに向け図書館ビジョンを推進します！

❾ 災害時の利用や環境にも配慮した学校施設の環境整備を促進します！

❿ 配慮が必要な児童生徒に寄り添った対応強化を充実させます！

①令和８年度に向けた着実な準備（令和７年度の喫食率拡大への対応、配膳室の整備）

②学校の取組を支える体制強化（職員室業務アシスタントの加配、栄養教諭への任用替えの促進）

③より安全、安心な給食への取組（衛生管理体制の強化）

④より魅力ある給食へ（献立改善の実施）

⑤物価高騰への対応（子育て世帯の負担増を抑制）

５
本
の
柱

１ 市立図書館の再整備・機能拡張
● 中央図書館と地域図書館で交通アクセス・バランス等を踏まえ、提供する

機能を分担

● 1区1館を基本としつつ、時代・ニーズの変化と市立図書館が抱える課題を

抜本的に解決するため、新たな大型図書館を整備

① 港北図書館の再整備に向けた検討

② 地域図書館のリノベーション

③ （仮称）豊岡町複合施設再編整備事業（鶴見図書館分）

④ のげやま子ども図書館整備

⑤ 新大型図書館の基本構想策定検討

２ 図書サービスへのアクセス性の向上

地区センターなど身近な施設との連携による

新たな図書取次拠点設置に向けた調査・検討

３ デジタル技術の積極導入

利用者サービスの向上、業務効率化を目指します

①市立図書館全館へのICタグ導入

②デジタル技術導入検討

特別な支援や配慮を必要とする児童生徒の増加等を踏まえ、通級指導教室の拡充等学びの場の充実と、

新たに個別支援学級へのコンサルテーション事業を創設する等により、教職員の専門性向上に取り組み

ます。

避難所利用も踏まえた体育館空調を整備、トイレの洋式化、環境に配慮した照明LED化の加速、

給食室空調の整備、エレベーター等整備の環境改善、学校施設の建替え・長寿命化に取り組みます。

参照

P 20 

参照

P 22 

参照

P 26 

参照

P 28 
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※（　）内は令和６年度予算額

取組内容

約26万人の児童生徒、その保護者、約２万人の教職員

を結び、膨大なデータを生かしきる、セキュリティの高

いネットワーク基盤を構築し、教育委員会事務局を含め

たつながりの強化を進めます。

(１) 家庭と学校の連絡システム（すぐーる）

110,000千円（104,800千円）

保護者と学校、教育委員会事務局が直接つながるシス

テムである「家庭と学校の連絡システム」（すぐーる）
を全市立学校で運用します。また、約40万人の保護者

（登録数）の利便性向上と約２万人の教職員の負担軽

減に向けて、学校への提出書類のデジタル化及び「市

公式子育てアプリ（パマトコ）」とのシステム間連携

を行います。

ア 学校への提出書類のデジタル化

多くの保護者から要望のある、学校への提出

書類のデジタル化を進めます。
イ パマトコとのシステム間連携

７年度中にパマトコと連携し、学校からの

連絡確認機能等を実装します。

(２) 横浜 St☆dy Navi 252,880千円（146,000千円）

横浜市学力・学習状況調査の結果をはじめ、児童生徒の学びに関する教育ビッグデータ

を収集、分析し、可視化するために構築した「横浜 St☆dy Navi」を全市立学校で運用

します。

　既存の機能の充実を図るほか、児童生徒は電子書籍サービス等の教材を、教職員は授業

の参考資料等を効果的に活用できる機能など、新たな機能の検討・開発を進めます。

　システムの運用を通じて、学校でのデータ利活用や、各種施策の検討、効果検証等を進

めるとともに、新たな機能やデータ項目を追加するなど、児童生徒や教職員の意見を取り

入れながらシステムの改善に継続的に取り組みます。

(３) 校務環境のクラウド化 802,125千円（260,943千円）

全市立学校にクラウド版のグループウエアやMicrosoft 365（M365）を新たに導入し、１人

１台端末を活用することで、学校内のどこにいても校務ができる柔軟な職場環境を段階的に

整備します。

(４) 新たな教育センターの整備推進 19,000千円（7,500千円）

教育DXの推進をはじめ、教育委員会の先進的な取組を踏まえながら、新たな教育センター

の整備を11年度の供用開始に向けて着実に推進します。７年度は、事業者と本市の間で行う

設計協議において、専門的知見を活用するため、設計・設備アドバイザリー業務委託を行い

ます。

新たな教育センターは、約26万人の児童生徒の膨大なデータを活用し、教職員・企業・

大学・学生等と共創による研究と実践、教職員のスキルアップ、働き方改革、教育相談を

推進する教育イノベーションの拠点となります。

1 教 育 DX 基 盤 の 形 成

本 年 度 5,562,636千円

前 年 度 5,475,932千円

差 引 86,704千円

本
年
度
の
財
源
内
訳

国・県 57,107千円

その他 1,535千円

市債 -

一般財源 5,503,994千円
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教育DX基盤の形成

（１）家庭と学校の連絡システム（すぐーる）

（２）横浜 St☆dy Navi

（３）校務環境のクラウド化

（４) 新たな教育センターの整備推進

全市立学校で継続運用

・朝の欠席連絡・電話

対応の負担を軽減

・お知らせをデータで確実に

配付・ペーパーレス化

手続機能の追加

・手書きの書類を作成す

る保護者の負担を軽減

パマトコとの

システム連携

新たな教育センターのフロア構成イメージ

教職員

約２万人

児童生徒

約２６万人

教職員

約２万人

保護者

約４０万人

（登録数）

EBPMの推進

・学力の伸びや傾向

データに基づいて可視化し、

個に合わせた学びを支援

リアルタイムデータ

・学習意識の変容や

理解度を素早く把握し、

声掛け等に活用

クラウド版の

グループウエアと

M３６５を全校に導入

教職員の働き方向上

・職員室外でも

校務が可能な環境に

・円滑な学校間連携

学校の負担軽減

・機器管理が不要

・発災後にも迅速に

復旧し業務を継続

設計・設備

アドバイザリー委託

（専門的知見の

活用）

・事業者との

実施設計協議

・諸室設備の具体的な

仕様等の検討

新しい教育

創造拠点
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取組内容

　１人１台端末により得られる教育ビッグデータを、
児童生徒一人ひとりの学習進度に応じたオーダーメ

イドの学びや、データを活用した効果的な教育に生

かします。

(１) 教育データサイエンスの推進

50,000千円（－千円）

① 横浜教育データサイエンス・ラボ

　６年度に発足した「横浜教育データサイエンス・ラボ」
において、教職員、大学、企業との共創により、児童生徒

約26万人の教育ビッグデータを活用した新たな価値の創造

に取り組みます。
　複数のデータから、大学の知見、企業の技術を組み合せ

て分析を行い、エビデンスに基づく学びの実現や、教育

内容の充実に寄与するため、横浜市の子どもたちの全体

の傾向や一人ひとりの状況を見える化し、効果的な指導

支援について研究する仕組みを構築します。

　分析には、横浜市学力・学習状況調査や横浜市体力・

運動能力調査の結果データ、横浜St☆dy Navi〈再掲P６〉

に蓄積される健康観察や授業アンケートのデータ等を

用います。

　７年度は新たに、国語科の学力に関する分野や健康・

体力に関する分野を対象に、大学や企業と共創できる

テーマについて検討、整理し、研究をしていきます。

（図１参照）

② データハウス

　約26万人の児童生徒のデータを蓄積、教育ビッグデータとして活用することで、全国最大

規模の教育データ基盤を新たに形成します。

　強固なセキュリティを有するデータハウスとして、蓄積したデータを共創により分析でき

るように保管、加工します。（図２参照）

　

　

本 年 度 471,135千円

前 年 度 227,955千円

差 引 243,180千円

本
年
度
の
財
源
内
訳

国・県 -

その他 -

市債 -

一般財源 471,135千円

2
教育ビッグデータを
活 用 し た 教 育 DX の
推 進

（図２）
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　６年度から、横浜市の教育ビッグデータを医療の専門的知見に基づいて分析し、

子どものこころの状態に応じたケアにつなげる「横浜モデル」の開発を始めました。

　「横浜モデル」はリアル、オンライン、バーチャルの三層空間を活用した全国初の試み

で、子どもたちが無理なく自分のこころの状態に向き合い、適切に専門家等につながって

いくシステムです。リアル空間では、学校や関係機関だけでなく、公認心理師や児童精神

科医と連携し、子どものこころの不調をレベルに分けて軽減する仕組みの構築を目指して

いきます。オンライン空間では、AIチャット相談等を活用して、子どもがいつでも相談し

たい相手を選ぶことができるように検討していきます。

　また、バーチャル空間では、アバターを活用して専門家医による医療相談等ができるよ

うに調整していきます。７年度からは、モデル校での検証結果を踏まえ、教育と医療が

連携・協働することで、子どものこころの変化をとらえるとともに、安心な学びの環境の

創出を一層図っていきます。

　

教育ビッグデータを活用した教育DXの推進

（図１）

コラムコラム 子どものこころの変化をとらえ、安心な学びの環境をつくる

「横浜モデル」の開発
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取組内容

　教室や学校などの「リアル」空間での学びを一層充実

させるとともに、「オンライン」空間や「バーチャル」

空間の構築と充実を図ります。

　子どもたち一人ひとりが個性や関心、さらには状況に

応じて、３つの空間から自ら選択できる環境を確保する

ことで、学びの保障と充実を進めます。

(１) リアル空間 2,287,054千円（1,979,504千円）

① 英語教育推進事業【拡充】

2,139,255千円（1,838,483千円）

　 全中学校に英語指導助手（AET）を引き続き常駐配置

 することに加え、小学校においてもAETを増員（40名）

 し、新たにオンラインも活用することで、週２～３日

実施していたAETによる授業を全小学校（334校）で、

毎日（リアル＋オンライン）実施できるようにします。

これにより、生きた英語を学ぶ環境を整え、英語教育を

一層推進します。

② 国際理解教育推進事業【拡充】

146,737千円（140,759千円）

 外国人講師（IUI）から英語を通じて異文化を体験的

 に学ぶ「国際理解教室」（小学校）や、複数のIUIから

 英語で一度に様々な国の文化を学ぶ「SEPro Global」

 （中学校）の取組を引き続き実施するほか、国際社会の

 中で自ら考え行動できる人材を育てる「よこはま子ども

 国際平和プログラム」では広報活動の充実を図ります。

③ 横浜型の「チーム担任制」の研究【拡充】 1,062千円（262千円）

 学年全体をマネジメントする教員を創出し、教科の分担を実現する「チーム学年経営」

 を、全ての小学校・義務教育学校（前期課程）で実施します。この取組を基盤として、授業

 以外の学級担任業務についても分担し、複数人で学級経営を行う横浜型の「チーム担任制」

 の導入に向けて、新たに試行校において研究を進めます。

(２) オンライン空間 242,186千円（154,472千円）

① 学校図書館への電子書籍導入【新規】 77,890千円（－千円）

 　配架スペースを取らない蔵書の拡充や、文字の拡大・読み上げなどの読書バリアフリー化

 を図り、多様な子どもたちが読書に親しめる環境づくりを進めるため、全ての小学校、義務

 教育学校、特別支援学校に電子書籍を導入します。１人１台端末で同時に同じ本を読める環

 境で、調べ学習の授業や朝の読書タイム等での読書活動を充実させます。

② オンラインでの学びの充実 17,559千円（13,713千円）

　 教室以外の場所から端末で授業に参加する「横浜どこでもスタディ」や、家庭等での学習

 機会を確保する「アットホームスタディ」等、オンライン空間での学びの充実を図ります。

③ 国際理解教育推進事業〈再掲：（１）②〉 146,737千円（140,759千円）

　 国際理解の機会をより多く提供できるよう、国際理解教室等のオンライン化を検討します。

(３) バーチャル空間 117,312千円（104,467千円）

①グローバルモデル校推進事業【拡充】

　グローバル社会で活躍しながら地球規模の課題解決に向けて多様性を尊重し、協働・共生

できる人材を育みます。そのため、海外の学校との交流など英語教育を一層推進するとともに、

実践的な英語に触れる機会や、AIやメタバースなどの先端技術を活用した学びの機会を増やす

取組を推進します。また、新たにモデル校以外の学校に対しても取組を展開していきます。

本
年
度
の
財
源
内
訳

国・県 994,529千円

その他 42,993千円

市債 -

一般財源 5,191,684千円

差 引 672,738千円

本 年 度 6,229,206千円

前 年 度 5,556,468千円

3 　

「グローバル教育」
と 「 誰 も が 学 び を
保 障 さ れ る 環 境 」
の 充 実
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　３つの空間のメリットを最大限に生かしながら、多様な人・価値観を認める力（グロー

バルマインド）と多様な人たちと合意形成を図る力（コミュニケーション能力）を持つ

グローバル人材の育成や、不登校傾向や配慮が必要な児童生徒も安心して学び続けること

ができる、横浜らしいインクルーシブ教育の実現を目指します。

三層空間の機能分担

　複数の教員の目線やかかわりで子どもをはぐくむチーム

学年経営・チーム担任制の取組や、企業・大学・団体な

ど、社会や地域と連携した多様な教育人材の活用を進める

とともに、教室や学校などの対面での教育の更なる充実を

図ります。

　１人１台端末の持ち帰りやオンライン授業の推進、

クラウドを活用した学びと履歴の利活用などを進めます。

　ICT、メタバース、AIなどの最先端技術を

活用した仮想空間を構築し、言葉や距離を

超えて深い学びや交流体験ができる環境を

創造します。

空間 主な機能

三層空間による教育の充実

メタバース空間

サンプルルーム

横浜メタバース空間イメージ
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➊ 英語指導助手（AET）

 平成21年度から全市立学校にAETを配置し、中学校では、平成26年度から常駐配置していま

 す。７年度からは、小学校においてAETを増員（R6：193名→R7：233名）し、新たにオンライ

 ンも活用することで、毎日AETによる授業支援ができるよう英語学習環境を一層強化します。

➋ よこはま子ども国際平和プログラム

 約４万人の小中学生が参加のスピーチコンテストを開催し、本選

 出場者が「子ども実行委員」として国際平和活動を行います。市長

 賞受賞者は「よこはま子どもピースメッセンジャー」としてニュー

 ヨーク国連本部等を訪問し、平和への願いを発信します。７年度は

 シンポジウムに加え、子どもたちの活動を広げる取組を行います。

➌ グローバルモデル校の取組

 ア　メタバーススクール（みなとみらい本町小学校・東高校）

 ６年度に構築したメタバース空間を全校が活用できるよう環境

  整備を進めるとともに、AIや自動翻訳など先端技術の活用も図り

 ます。モデル校のみなとみらい本町小学校ではモンゴルやインド

 ネシア等の学校とSDGsの取組の発表や意見交流、東高校では各教

 科等での活用や企業・大学、サンディエゴの姉妹校との連携等を

 進めます。

 イ　英語イマージョン教育（義務教育学校西金沢学園）

 図工や美術等の授業を英語で実施する等、日常的な英語活用の場面を増やし、日常言語

  と学習言語の習得を目指す「英語イマージョン教育」を一層充実させるため、人員体制を

 拡充し、対象教科や学年を拡げていきます。また、メタバース空間を活用し、様々な国の

 児童生徒との意見交換を実施します。

➍ 市内小・中学校とアフリカとの交流を継続

　 市内の小・中学校がアフリカ各国と交流する事業を、平成29年度から継続して実施してい

 ます。今後、第９回アフリカ開発会議（TICAD９）の機運醸成に向けてアフリカ各国との交流

 をさらに推進するため、引き続き国際局と連携し、各校の取組の支援を行っていきます。

三層空間を展開する重点テーマ

（ニューヨーク国連訪問）

（東高校の授業の様子）

➋

➌

➍

➎

➏

➐

➊ ➌

… 空間の拡大を検討している事業
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➎ チーム学年経営の全校実施、チーム担任制の試行・研究

　●チーム学年経営 

全国に先駆け、平成30年度より学年全体をマネジ

メントする教員を創出し、教科分担制を実現させる

取組として、「チーム学年経営」がスタートしまし

た。７年度からは、いよいよ全小学校と義務教育学

校（前期課程）において実施となる見込みです。

この取組によって、児童は複数の教員と関わる機

会が増え、心の安定が図られるとともに、教員は教

科分担によって教材研究が効率化され、授業改善及

び負担軽減が進められています。

●チーム担任制【新規】

今後は、チーム学年経営を基盤としながら、授業以外の学級担任業務についても分担して

いくチーム担任制の導入に向けた試行・研究を進めていきます。

＜一つの学級を複数人体制で運営していくための研究例＞ 

・ローテーション型：

学年の教員が、各学級を一定期間でローテーションしながら担任業務を行う。

・副担任型: 

学年に共通の副担任を配置し、学級担任をサポートする。

・育児短時間勤務対応型:　

育児短時間勤務などの教員が午前と午後を分担して受けもつ。 

➏ 学校図書館への電子書籍導入 ～試行導入を経て小学校全校に展開～

　 ６年７月に教育委員会事務局と株式会社ポプラ社が連携協定を締結し、同社の

 運営する読み放題型電子書籍サービスの「Yomokka!（よもっか!）」を市内９校

 で試行導入しています。試行校では多くの児童生徒に継続して利用されており、学校からは

 「手元の１人１台端末で同じ本を見られるので、学校図書館に行かなくても教室で効果的な

 授業ができる」、「読書バリアフリーに配慮されて

 いるので、多様な子どもたちの読書機会につながっ

 ている」といった効果が寄せられています。

　 また、子どもたちや保護者からも好意的な反響を

 いただいています。利用している子どもたちから

 は、「プレゼン資料を作る時に活用しており、授業

 に必須なものになっている」、「文字や画像を拡大

 したり、背景を好みの色に変えられるのがよい」と

 いった感想や、保護者からは「家に持ち帰った端末

 で読めるため、子どもの読書機会がかなり増えた」、

 「子どもが電子書籍で気に入った本を書店で購入し

 た」といった声が寄せられています。

試行校の緑園義務教育学校（前期課程）が、８月の１か月間、「Yomokka!」を導入してい

る全国の学校で一番多く電子書籍を活用したため、ポプラ社から表彰されました。

➐ メタバース空間を活用した学びの支援の研究

　 様々な事情により学校に通うことができない子どもたちに

 向けた学びの支援や、人とのつながりを感じられる場として

 メタバース空間がどのように活用できるか、他都市での事例

 等も踏まえながら、研究を進めます。

（チーム学年経営の取組例）（チーム学年経営の取組例）

（見つけたお気に入りの本を

友達にも紹介）
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取組内容

教職員が本来業務である授業準備や児童生徒支援に専

念できるよう、組織体制の強化やデジタル技術等を活用

した「働き方改革」を推進します。

また、産官学の共創により、横浜の教育の質や教職の

魅力を高める場を創出します。

これらの取組を一体的に推進し、効果的なプロモーシ

ョンを展開することで、志願者減が続く教員採用試験の

受験者数増加につなげます。

(１) 教職員の働き方改革の推進

3,639,858千円（2,668,253千円）
①　チーム力の強化・外部人材の配置

横浜独自の取組「チーム学年経営」を全小・義務教育

学校（前期課程）へ展開し、学年全体をマネジメントす

る教員配置と教科分担を導入することで、組織的・効果

的な学年経営を強化するとともに、試行校において

「チーム担任制」を研究します。〈再掲P10〉

また、職員室における事務的な業務等を支援する

「職員室業務アシスタント」「副校長サポート（副校長

マネジメント支援員）」や、単独で部活動の指導や顧問

を担い、生徒の活動機会の確保と教員の心的負担・時間

外勤務の縮減に資する「部活動指導員」を配置するなど、

体制強化に取り組みます。

②　校務DXの推進

全市立学校にクラウド版のグループウエアやM365を新たに導入し、１人１台端末を活

用することで、学校内どこにいても校務ができる柔軟な職場環境を段階的に整備します。

　 また、保護者の利便性向上と教職員の負担軽減に資する「家庭と学校の連絡システム」

について、学校への提出書類のデジタル化を進めるとともに、７年度中にパマトコと連

携し、学校からの連絡確認機能等を実装します。

③　業務の適正化・精選・アウトソース

必ずしも教職員が担う必要のない業務を整理し、適正化・負担軽減等を図ることで、

教職員が本来行うべき業務に時間を使えるよう、プール清掃業務を民間事業者や障害者

就労施設に外部委託することに加え、休日部活動の地域移行に係る実践研究やデジタル

技術等を活用した部活動改革を推進します。

また、学校の日本スポーツ振興センター災害共済給付金支払事務の負担軽減や効率化

に向け、外部委託を活用し、教育委員会事務局で支払事務を試行的に実施します。

さらに、これまで学校ごとに行っていた学校図書館の新聞購入契約手続きを新たに

教育委員会事務局に集約化するなど、教職員等の事務負担軽減に取り組みます。

(２) 教職員の育成・教職の魅力づくり 91,706千円（89,668千円）

全ての教職員がキャリアに応じた資質・能力を身に付けられるよう、キャリアステージ

に応じた研修を実施するとともに、学校や教職員の課題に即した効果的な研修の充実に向

けて、大学・企業等と共同研究・研修開発を行います。

　また、教員・大学・企業との共創により、「学ぶ」「教える」を議論する新たなプラッ

トフォーム「横浜教育イノベーション・アカデミア（仮称）」を構築します。

取組から生まれたアイデアを子ども・学校に還元し、教育の質や教職の魅力を高めます。

4,817,378千円

差 引 1,096,534千円

本
年
度
の
財
源
内
訳

国・県 489,968千円

その他 15,106千円

市債 -

一般財源

本 年 度 5,322,452千円

前 年 度 4,225,918千円

4
共 創 に よ る 教 職 の
魅 力 づ く り と
プ ロ モ ー シ ョ ン
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(３) 教員採用・プロモーション等の強化 75,546千円（30,303千円）

①　教員採用試験の多様化及び教員確保策の総合的な調査研究

適性検査「SPI３」を第一次試験とする「春実施枠」を小学校区分で新たに実施する

ことにより、教員志願者の受験機会を拡大します。また、より効果的な人材確保策を

展開するため、本市や他都市の取組等の効果検証など総合的な調査研究を委託します。

②　地方会場での採用試験説明会・第一次試験の実施

全国から優れた教員志望者を確保するため、地方での説明会やオンライン説明会を

拡充するとともに、５年度に新設した第一次試験の地方会場（大阪府）で受験可能な

区分を拡大します。

③　教育の魅力発信プラットフォームによる発信

児童生徒のいきいきとした学び、教員として働くことの魅力、学校現場の先駆的な

取組など、横浜ならではの教育施策について、市民や教員を志す学生等に「学ぶなら

横浜・教えるなら横浜」を感じてもらえるプロモーションを展開します。

プロモーションでは、ターゲットに応じた分かりやすいコンテンツを製作し、魅力

発信プラットフォームからの発信に加え、約40万人の保護者が登録する「すぐーる」

やオウンドメディア、SNSやWebを活用するなど、効果的なメディア展開も実施します。

　みんなで横浜の未来の教育を語り合うアカデミア空間が

スタートします。６年12月に実施した試行イベントには、

教員・学生・企業などの約70名が参加し、ICTを活用した

横浜の教育について意見交換を行いました。学生等からは

「もっと横浜の教育に携わっていきたい」といった声が、

数多く挙がりました。

メディアプラットフォーム「note」を活用して、“学校生活が楽しくなる先生の取組”

や“先生を夢見る高校生を応援するプログラム”など、横浜の教育のことを知って、誰

かに教えたくなるようなストーリーを発信していきます。

コラム２

発信 教員志望者を増やす

関心・共感

応援したくなる

コラム１ 横浜教育イノベーション・アカデミア（仮称）

教育の魅力発信プラットフォーム

（スタートアップイベントの様子）
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取組内容

　他都市に類を見ない巨大組織である教育委員会事務局

のガバナンスの強化と教育の質の向上を図るため、ICT

によるプラットフォームで情報を可視化し、外部有識者

の知見を活用した重層的なリスク管理・コンプライアン

ス推進体制を新たに構築します。

(１) 重層的なリスク管理推進体制の考え方

　新たなリスク管理体制（GRC推進体制※）は、民間企
業の「３ラインモデル」を参考に、教育委員会の組織を

３つの層（ライン）に構造化し、各ラインが相互に連携

・チェックする「教育委員会版３ラインモデル」の考え

方に基づくものです。
　具体的には、第１ラインを学校現場、第２ラインを事

務局の全課、新たに設置する第３ラインを「教育行政監」

及び「法務ガバナンス室」として位置付け、第３ライン
は、第１ラインと第２ラインとの業務の状況等を確認し、

ガバナンス等に関する助言・指導をタイムリーに行いま

す。（図１参照）

※GRC：ガバナンス・リスク管理・コンプライアンス

(２)教育SOSサポートプラットフォームの構築

　学校内や、学校と教育委員会事務局等の間で情報をリアルタイムで迅速に共有する教育DX

基盤を整備します。様々な情報を一つの画面で確認できる仕組みを構築し、学校からのSOSを

見逃すことのないプラットフォームとして活用します。（図１参照）

(３) 外部有識者（弁護士等）の活用

①スクールロイヤーの活用【新規・拡充】　＜第１・２ライン＞　 16,837千円（6,968千円）

　市立学校（505校）が、現場で直面する諸課題について、より速やかな問題解決を行うため、

法的根拠を弁護士に確認しながら対応することが可能となるよう、柔軟な法律相談体制を再

構築します。（図２参照）

②民間コンサルタント等へのアドバイザリー委託【新規】＜第３ライン＞　　　

10,000千円（－千円）

　日々の教育活動・教育行政の推進に関する助言・ 提案を受けるため、民間コンサルタント

等へのアドバイザリー委託を実施します。外部の視点を取り入れる仕組みを新たに構築する

ことで、ガバナンスの強化、リスクの軽減、コンプライアンス案件の未然防止を図ります。

③総合的な不登校支援・いじめ対策における専門家の活用【拡充】＜第２ライン＞(詳細はP18)

　新設する不登校支援・いじめ対策部において、いじめ重大事態調査にあたる弁護士、心理

士等の専門家を拡充し、いじめを受けた児童生徒や保護者に寄り添った、機動的かつ実効的

な調査を徹底します。

本 年 度 86,038千円

5
巨 大 事 業 体 に
相 応 し い
組 織 運 営 の 改 革

前 年 度 57,133千円

差 引 28,905千円

本
年
度
の
財
源
内
訳

国・県 -

その他 272千円

市債 -

一般財源 85,766千円
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（図１）

（図２）

巨大事業体に相応しい組織運営の改革

【新規・拡充】

民間コンサルタント等への

アドバイザリー委託・弁護士の活用

教育委員会のGRCに関する運用・機能等を、

外部有識者が客観的にチェック

【新設】第３ライン：

教育行政監

法務ガバナンス室

第１・２ラインの

業務状況を確認し

助言・指導を実施

第２ライン：事務局全課

所管する業務を通じて

学校と連携し、学校現場

への支援・改善を実施

第１ライン：学校現場

自律的なチェックや

研修等によるリスク

の軽減・未然防止

教 育 委 員 会

●スクールロイヤー活用のイメージ

学校が直接相談するために弁護士の体制を充実させ、電話相談や対面相談を活用すること

で、より迅速に法的な観点を踏まえて課題に対応をすることを可能とします。

※これまで各学校所管課を経由していた相談以外にも、学校のタイミングで弁護士へ柔軟に

直接相談できるような体制を新しく構築します。

スクールロイヤー

（弁護士）
学校所管課

相談 相談学校

（管理職等）

【新規】電話相談（約500回）・対面相談（約150回）

【新規・拡充】

スクールロイヤーの活用

学校・事務局が相談する弁護士

情報の見える化

学校の様々な情報を、

リアルタイムに大型画面で共有

情報伝達の迅速化

教職員の手元の端末に直接、

注意喚起の情報を表示

【新規】教育SOSサポートプラットフォーム
ICTの活用によって、新たなリスク管理体制を支援

・いじめ認知件数

・健康観察アラート情報

・学校の不適切な事務例 等

・長期休業明け児童生徒支援

・夏場の熱中症対策

・学校における事件事故 等

17



取組内容
「だれもが」「安心して」「豊かに」生活できる学校

づくりに取り組むため、不登校支援・いじめ対策部を

新たに設置します。

　関係区局とも連携しながら、不登校児童生徒一人ひと

りに合った安心できる居場所と学びの機会の確保、いじ

めの未然防止、早期対応等に向けた取組の充実、学校に

おける相談・支援体制の強化に取り組みます。

(１) 不登校児童生徒支援事業

1,088,776千円（708,913千円）

　不登校児童生徒や保護者が孤立しないよう寄り添い、

地域や関係機関とも連携しながら、多様な学びの機会を

提供します。

①学校内では、６年９月から拡充した校内ハートフル事業

を全中学校で通年運用するほか、小学校では特別支援教室

実践推進校の拡充に取り組みます。

②学校外では、ハートフルスペースとルームの機能拡充に

加え、新たな支援拠点を上大岡に開設します（図１）。

　新たな拠点では、リアル・オンライン・バーチャルと

いった学びの三層空間を活用した重層的な支援に取り組む

ほか、既存のハートフルスペース上大岡に加え、近隣の

ハートフルルームを段階的に合流させながら、複数年かけ

て専門人材を集中的に配置することで、本人や保護者への

伴走支援やアウトリーチの充実、区役所や民間・地域との
連携強化に取り組みます。

③オンラインの活用やメタバースの研究等、家庭で過ごす児童生徒の支援強化も行います。

（２) いじめ防止対策推進事業 65,826千円（37,614千円）

　横浜市いじめ防止基本方針に基づき、総合的ないじめ防止対策を進めます。

　７年度は、いじめの情報を一元化して管理する「いじめ対応情報管理システム」の運用開

始により、学校内や、学校と教育委員会事務局の間で迅速に情報を共有し、いじめを受けた

児童生徒に対する速やかな支援等につなげるとともに、教職員の業務負担軽減を図り、児童

生徒に向き合う時間の増加につなげます。

　また、新設する不登校支援・いじめ対策部に複数の非常勤の弁護士を配置するなど、専門

家の活用を拡充し、いじめを受けた児童生徒や保護者に寄り添った、機動的・実効的な調査

を徹底します。

(３) スクールカウンセラー活用事業・スクールソーシャルワーカー活用事業

1,290,038千円（944,418千円）

　心理の専門職であるスクールカウンセラー（ＳＣ）は、小中一貫型配置を継続するととも

に、６年９月より実施した中学校・高校・特別支援学校への追加配置を通年で行います。

多種多様な事例に対してカウンセラー統括等によるスーパーバイズも行い、校内教育相談

体制の充実を図ります。社会福祉の専門職であるスクールソーシャルワーカー（ＳＳＷ）は、

新たにチーム制を導入し、統括ＳＳＷとトレーナーＳＳＷが中心となって区役所や児童相談

所、関係機関等や地域と連携できる体制とし、支援の迅速化と質の向上を図ります。

　ＳＣ・ＳＳＷは常に連携し、教育委員会事務局とともに、児童生徒を取り巻く諸課題の未

然防止や早期発見・対応につなげ、学校の組織対応力を強化していきます。（図２）。

本 年 度 2,621,892千円

前 年 度 1,888,304千円

差 引 733,588千円

1,883,202千円

本
年
度
の
財
源
内
訳

国・県 727,424千円

その他 11,266千円

市債 -

一般財源

6

不 登 校 支 援 ・
いじめ防止に向けた
総 合 的 な 対 策 の
充 実 ・ 強 化
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　（図２） ＳＣとＳＳＷによる学校支援体制の強化

不登校支援・いじめ防止に向けた総合的な対策の充実・強化

（図１）機能を強化した新たな不登校支援拠点を上大岡に開設

専門性の高い人材を集中配置し、多様な支援を実施

リアル・オンライン・バーチャル空間を活用

オール横浜で連携して取り組む不登校児童生徒支援

児童生徒や保護者が孤立しないよう、伴走支援を拡充

保護者同士のつながりづくりや情報提供を充実

子ども主体のいじめ未然防止の取組コラム

全市立学校で、児童生徒が主体的にいじめの問題

について考え、議論する「横浜子ども会議」を通年

で行っています。夏には区単位の交流会も実施して

います。

横浜市いじめ防止啓発月間である12月に子どもの

健全育成に係る関係機関と協働して「いじめ防止市

民フォーラム」を開催しました。参加した代表児童

生徒は、「子どもがもっと相談しやすい方法を考え

てほしい」「初めて大人を頼ってみようと思った」

など大人に対して率直な思いを伝えました。今後も

取組を継続するとともに、児童生徒の議論等を通じ

て表明された意見を施策に反映させていきます。

いじめ防止市民フォーラム当日の様子

（子どもの発言場面）

ハード・ソフト両面からの支援強化
ハード面では新たな不登校児童生徒支援拠点を開設し、ソフト面ではSCとSSWの支援体制を強化します。

学びの三層空間を活用した多彩な支援

通室できない児童生徒や保護者へのアウトリーチ

学校・区役所・フリースクール等との連携を推進

学校・地域・福祉との連携

児童生徒・保護者

支援の充実
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取組内容

８年度からの全員給食に向けた環境整備や各種準備を着

実に進めるとともに、食材の充実を図りつつ、生徒の意見

を取り入れながら魅力的なメニューを提供するほか、給食

を教材とした食育を一層推進します。

(１) ８年度中学校全員給食の着実な実施

6,987,064千円（5,151,751千円）

① ７年度の喫食率拡大への対応

6,948,409千円（5,150,509千円）

　 ８年度に向けた配膳方法及び配膳時の体制づくり、保

 温性食缶や容器等新たな献立に対応するための備品整備

 など、具体的な準備を全校において進めます。

　 ７年度は、全校推進校とし、新一年生に対して積極的

 な給食の利用を呼びかけ、８年度を見据えた学校の体制

 づくりを進めます。これにより、喫食率は年間平均60％
 まで増加することを見込んでいます。

　 また、円滑な配膳を行うための配膳室を７年度末まで

 に全校に整備します。

　　　

② 中学校給食の取組を支える体制強化 38,655千円（1,242千円）

 ア　職員室業務アシスタントの加配

 　全員給食に向けた新たな取組（アレルギー対応、汁物食缶、食育の更なる推進）に備

 　え、中学校の体制をサポートするため、臨時的な取組として全中学校に職員室業務アシス

 　タントを新たに追加配置します。

 イ　食育推進ネットワークの体制強化

 　小・中学校９年間の切れ目ない食育を一層推進するために、ネットワークをより強化し

 ます。また、栄養教諭免許状取得に係る大学の通信教育等の受講料等に係る費用を新たに

 　助成し、栄養教諭への任用替えを促進します。

(２) 安全・安心な給食の提供 21,215,717千円（18,702,879千円）

① 小学校・特別支援学校等の給食提供 6,952,914千円（6,518,478千円）

　 研修会の充実や徹底した衛生管理により、安全・安心な給食を提供します。

　 また、小学校給食調理業務の民間委託を200校から４校増やし、204校で実施します。

② 給食食材の安定的な調達 14,262,803千円（12,184,401千円）

　 保護者等の皆様に納めていただいた給食費等を使用し、学校給食に使用する食材を購入し

 ます。なお、小学校等給食の物資調達のノウハウを生かし、安定的な物資の調達や食品の検

 査等を充実させるため、中学校給食においても、８年度からの給食物資調達等を公益財団法

 人よこはま学校食育財団に委託します。

 　物価高騰の中でも保護者等の皆様の負担を増やすことなく、給食内容の質を維持し、栄養

 バランスのとれた給食を提供できるよう、物価高騰対策に取り組みます。

本 年 度 30,266,474千円

前 年 度 26,031,516千円

7 　
中学校における全員
給 食 の 着 実 な 実 施

差 引 4,234,958千円

本
年
度
の
財
源
内
訳

国・県 10,758千円

その他 12,301,652千円

市債 545,000千円

一般財源 17,409,064千円

≪喫食率推移イメージ≫

46％

60％

100％

R6 R7 R8
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８年度からの、よりあたたかく、より具材の多い新しい汁物提供に向け、一部の中学校で食

缶による汁物提供の試行実施を行っています。このほか、生徒の意見を聞きながら、献立改善

に取り組むほか、記憶に残る横浜らしい献立も開発しています。

　

　急激な物価高騰の影響を低減するため、保護者等が負担する給食費は増額せず、国の臨時

交付金を活用して、小・中・特別支援学校の給食物資購入事業への充当を行っています。

　また、６年度は当初の想定以上に物価が上昇しているため、不足が見込まれる場合には、

臨時交付金等を活用し、保護者等の皆様の負担を増やさないよう対応します。

　７年度も、子育ての経済的負担を増やさないため、物価高騰対策に取り組み、給食費を増

額することなく、質を維持し、美味しく栄養バランスの取れた給食を提供します。

　

中学校における全員給食の着実な実施

コラム１

コラム2

80％以上※

新しい汁物を良いと感じた生徒

試行実施の

様子を発信

生徒が献立を考案する

「中学校給食メニューコンクール」

８年度から食缶による汁物提供がスタート

給食費の物価高騰への対応

（中学校給食メニューコンクール表彰式）

（横浜ガストロノミ

協議会）
（カゴメ株式会社）

生徒に人気の献立

民間企業・団体の知見を生かした

生徒の記憶に残る横浜らしい献立開発

※共創フロントを通じて連携

（小学校等給食全体

にかかる経費（イメージ））

物資購入事業費

（給食費等）
運営経費（市費）
【人件費・光熱水費・

備品費・整備費等】

約40％約60％

※６年度に試行実施した12校のアンケート結果

（ポークカレー） （豚汁） （玉子と豆腐の

中華スープ）

（物価高騰状況（小学校等））

■ 保護者負担金 ■ 臨時交付金等
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取組内容

「横浜市図書館ビジョン」の具体化に向け、「今後の

市立図書館再整備の方向性」（６年12月公表）に基づき、

サービス充実に向けて取り組みます。

（１) 市立図書館の再整備・機能拡張

369,874千円（186,342千円）

①　港北図書館の再整備に向けた検討【新規】

　最も古く、築60年を超えた港北図書館について、

　敷地条件の調査等、再整備に向けて検討します。

②　地域図書館のリノベーション (図１参照)【新規】

空調の点検・清掃、レイアウト変更や什器の刷新

など内装のリノベーション（７年度：戸塚、金沢）

を進めます。

③　（仮称）豊岡町複合施設再編整備事業（鶴見図書館分）

鶴見図書館と豊岡小学校等との複合施設の整備を

進めます。

④　のげやま子ども図書館整備【新規】

中央図書館１階に「のげやま子ども図書館」を整備

します。「おやこフロア」の先行開設に続き、「子ど

もフロア」（図２参照）の整備を進めます。この整備

に伴い、地下１階の機能転換について検討します。

＜森林環境贈与税を一部充当＞

⑤　新大型図書館の基本構想策定検討【新規】

多様なメディアに対応し、知の創造・発信を担う新たな機能を有する、新大型図書館

の整備に向け、機能、規模、立地場所等を検討し、基本構想を策定します。

（２) 図書サービスへのアクセス性の向上 15,000千円（－千円）

　地区センター等身近な施設との連携による新たな図書取次拠点の設置に向けて、物流へ

の影響等を調査・検討します。【新規】

（３) デジタル技術の積極導入 76,000千円（－千円）

①　市立図書館全館へのICタグ導入【新規】

利用者のサービスの向上（図３参照）や図書館業務の効率化に向けて、市立図書館が

所蔵する全ての図書等へのICタグ貼付を開始します。

②　市立図書館へのデジタル技術導入検討【新規】

　　のげやま子ども図書館へデジタルコンテンツを試行導入するとともに、地域図書館での

デジタル技術を活用した新たなサービス提供について検討します（図４参照）。

8

市民の豊かな学びに
向 け た
図 書 館 ビ ジ ョ ン の
推 進

388,874千円

本
年
度
の
財
源
内
訳

国・県 -

その他 -

市債 72,000千円

一般財源

本 年 度 460,874千円

前 年 度 186,342千円

差 引 274,532千円
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＜ねらい＞

　従来の市立図書館全体の枠組みを再構築し、デジタル技術もいかしながら、提供するサー

ビスの充実とアクセス向上を目指す

＜取組＞

柱１  市立図書館の再整備・機能拡張

▪時間軸を考慮した地域図書館の老朽化対策

《基本》建物の老朽化状況や周辺まちづくり

の状況等に応じた再整備

《短期》居心地の向上を目指した、各館の 

リノベーションの実施

▪一部の地域図書館の中規模化

市域全体の交通アクセス・バランス等を考慮

し、一部の地域図書館が有する機能・規模を拡大

▪新たな大型図書館の整備

時代・ニーズの変化等に対応する、新たな

大型図書館を整備

柱２　図書サービスへのアクセス性の向上

▪図書取次拠点の増設

▪図書取次サービスを支える物流拠点整備

柱３　デジタル技術の積極導入

▪デジタル技術を活用した多様な体験の提供 ▪より便利で使いやすい図書館の実現

市民の豊かな学びに向けた図書館ビジョンの推進

（図４）AIによるおすすめ絵本の紹介（イメージ）

（図１）リノベーションによる環境づくり（イメージ）

（図３）利用者サービス向上

ICタグを活用したセルフ貸出機（イメージ）

（図２）のげやま子ども図書館子どもフロア（イメージ）

＜参考＞市立図書館の機能分担による新たなサービス提供体制

今後の市立図書館の再整備の方向性（６年12月公表）の概要
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取組内容

　市民の課題解決や暮らしに役立つ情報の提供など

図書館サービスの充実を図ります。

(１) 図書館の管理・運営

1,133,105千円（1,073,291千円）

　中央図書館及び地域図書館の施設管理・運営、広報、研

修、図書館情報システムの運用等を行います。

①パマトコ（市子育て応援アプリ）と図書館情報システ

ムの連携（図１参照）

子どもの読書活動を支援するために、子育て世代の

　登録が多いパマトコと図書館情報システムを連携し、

　パマトコ側でおすすめの本を紹介できるような仕組みを

　新たに検討します。

②読書活動の推進について

第三次横浜市民読書活動推進計画に基づき、読書に

　親しむきっかけとなる取組を充実するとともに、本を

　介した体験型の事業の実施を進めます。

(２) 図書館資料の充実に向けた取組 385,085千円（386,879千円）

(２) 図書館資料の充実に向けた取組 385,085千円（386,879千円）

市民の読書活動の推進のため、魅力ある図書の充実に取り組むとともに、利用者の課題解決

に資する専門図書を幅広く収集します。

　　電子書籍サービスを引き続き提供するとともに、新たに幅広いジャンルの雑誌が読める

　電子雑誌の閲覧サービス（図２参照）を開始します。

(３) 中央図書館の窓口サービスの運営 146,290千円（139,801千円）

中央図書館の窓口業務に加え、新たに開設する「のげやま子ども図書館おやこフロア」では、

乳幼児がはじめて本と出会い保護者とともに本の世界を楽しめるよう読書支援等（図３参照）

を実施します。また、移動図書館（図４参照）の市内30か所への定期巡回や地域のイベント等

への特別運行を実施します。

(４) 障害のある方への読書支援 7,329千円（9,452千円）

視覚障害者等への対面朗読の実施、録音図書・テキストデイジー※の貸出・製作を行います。
また、来館が困難な障害のある方への図書の配送貸出を実施し、読書を支援します。

※文字情報（テキストデータ）を、パソコンやタブレット端末の音声合成機能で読み上げるもの

(５) 窓口業務委託による地域図書館・図書取次所の運営 170,812千円（164,388千円）

　港北図書館、都筑図書館及び戸塚図書館の貸出・返却業務等を業務委託にて行います。

　また、身近で便利な図書館サービスを提供するため、７年３月に開設予定の図書取次所を

含む市内５か所の図書取次所の窓口業務を委託にて行います。

本
年
度
の
財
源
内
訳

国・県

75,144千円

本 年 度 2,041,506千円

前 年 度 1,966,362千円

差 引

その他 19,285千円

市債

一般財源 2,017,445千円

4,776千円

-

9 図書館サービスの充実
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市立図書館の予約した本の貸出と返却ができる

「図書取次所」を都筑区にある大型商業施設

「ららぽーと横浜」内に開設します。
この図書取次所の特徴として、子どもと一緒に

座って絵本を読んだり、本棚にある本から選んで

借りたりできます。
また、展示やイベント等を施設内にある店舗や地域子育て支援拠点等と連携して実施

するなど、子どもも大人も楽しめる図書取次所を目指します。

親しまれる施設となるよう愛称投票を実施する等、７年３月のオープンに向けて準備

を進めています。

図書館サービスの充実

（図１） パマトコとのシステム連携 イメージ

（図４）移動図書館（横浜マリンタワーへの特別運行）

コラム
イメージ

（図３） 乳幼児向けおはなし会（中央図書館）

（図２） 電子雑誌のサービス紹介

図書取次所の新設（ららぽーと横浜内）
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取組内容

学校施設の老朽化対策や機能の充実、良好な教育環境

の維持・向上を図るため、学校の建替え、老朽化対策及

びトイレの洋式化の加速、体育館や給食室への空調設備

の設置、学校照明のⅬＥＤ化改修、通学区域や学校規模
の適正化等を実施します。

(１) 学校施設の計画的な建替え

18,195,360千円（13,104,007千円）

「横浜市立小・中学校施設の建替え等に関する基本方

針」に基づき、各対象校の建替えが進められるよう、設
計及び工事を進めます。また、築70年を超える長寿命化

に向けた調査・検討を行います。

設計５校　大門小、上末吉小、瀬谷中、二谷小（新規）、

東戸塚小（新規）

工事16校　汐見台小、都岡小、勝田小、榎が丘小、

二俣川小、万騎が原小、瀬谷小、矢向小、

吉原小、菊名小、戸塚小※、つつじが丘小、

今宿小、桜岡小※、本郷中※、南小

※は７年度校舎工事開始予定

豊岡小学校建替えの機会を捉え、小学校の周辺の鶴見図

書館、鶴見保育園、つるみ区民活動センター、鶴見区地域

子育て支援拠点と併せて再編整備するため、７年度に事業

者の公募を実施します。

併せて債務負担を設定し、事業を進めます。 事業スキーム (PFI BTO方式)

本市では、山間部の森林整備を支える都市の役割とし

て、木材利用を促進しています。配分される森林環境譲与

税を、市立学校整備等における教室や体育館の内装木質

化、木造の校舎・中学校武道場等建設の財源として活用し

ています。 万騎が原小学校外観パース

本 年 度 42,559,955千円

10
学 校 施 設 の 老 朽 化
対 策 と 機 能 充 実

前 年 度 35,437,464千円

差 引 7,122,491千円

本
年
度
の
財
源
内
訳

国・県 5,240,911千円

その他

一般財源 6,890,014千円

165,030千円

市債 30,264,000千円

上菅田笹の丘小学校 菅田の丘小学校

コラム１

コラム2

（仮称）豊岡町複合施設再編整備事業

森林環境譲与税の活用
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(２) 老朽化対策及びトイレ洋式化の加速 20,614,597千円（19,182,364千円）

良好な教育環境を維持・向上させるため、屋上防水

や窓サッシの改修、既存校舎へのエレベーター設置な

ど、機能強化を図ります。また、教育環境の充実や地

域防災拠点の避難所の環境改善のため、トイレ洋式化

の加速として７年度は50校の設計と30校の工事を実施

します。このほか児童生徒数の増加に伴う校舎の増改

築や、学校施設の安全性・耐久性・利便性を確保する

ための修繕など、効果的な施設保全に取り組みます。

さらに、過大規模校における運動スペース不足への対応や、校庭整備や芝生の維持管理、

がけの安全対策や遊具の改修などの屋外環境整備を実施し、樹木の管理や屋外施設の点検・

簡易補修などを行うことで、安心で安全な教育環境の整備に努めます。

(３) 空調整備の加速化 1,306,488千円（1,437,480千円）

新たな横浜市地震防災戦略で打ち出された地域防災拠点の避難所の環境の改善のため、
体育館空調の整備完了を16年度から11年度まで前倒し（建替えや大規模改修が予定されて

いる66校を除く）し、７年度は78校の設計と22校の設置工事を実施します。

また、給食室空調については検証事業を進めるとともに、本格実施に向けた事業手法の

構築や仕様書作成などを行います。

※６年度２月補正予算で７年度予算の前倒しとして計上する790,400千円を含めた実質的な

７年度予算規模は2,096,888千円

(４) 学校照明LED化改修 142,136千円（－千円）

　照明器具のLED化は12年度（2030年度）までに完了するよう、ESCO事業により進めています

が、脱炭素化を加速するため改修工事を行い、９年度（2027年度）までに前倒してLED化を

目指します。

　７年度は39校のESCO事業と、70校の単年度改修工事を実施します。

※建替え・廃止等の計画がある施設等を除く

※６年度２月補正予算で７年度予算の前倒しとして計上する3,798,391千円を含めた実質的な

７年度予算規模は3,940,527千円

27



取組内容

　特別な支援や配慮を必要とする児童生徒が増加して

いる状況を踏まえ、特別支援教室実践推進校や通級指導

教室の拡充により、学びの場を充実します。

　また、更なる専門性の向上が急務な個別支援学級への

コンサルテーション事業を、新たに創設します。

さらに、医療的ケアのある児童生徒が安心・安全に通

えるよう、肢体不自由特別支援学校における学校看護師

体制を50人に拡充し、組織体制の強化を図ります。

(１) 特別支援教育の推進 457,735千円（319,389千円）

① 特別支援教室実践推進校の拡充

134,439千円（56,319千円）

　小・中・義務教育学校で、学習のつまづきや登校不安

を抱える児童生徒を支援するため、非常勤講師を配置す

る特別支援教室実践推進校を拡充します。

<配置校数：Ｒ６：102校→Ｒ７：120校>

② 通級指導教室の整備 105,575千円（45,750千円）

通級指導教室を利用する児童生徒数が平成27年度から

10年間で約1.4倍に増加している現状を踏まえ、通級指導

教室を小学校１校、中学校１校増設します。

<設置校数：小・中学校 Ｒ６：20校→Ｒ７：22校>

③ 特別支援教育支援員事業 217,721千円（217,320千円）

　小・中・義務教育学校で、学習面や行動面等に支援を必要とする児童生徒に特別支援教育

支援員（有償ボランティア）を配置し、一人ひとりのニーズに応じた支援を行います。

<Ｒ７配置人数見込み：2,238人>

(２) 特別支援教育における専門職との連携 17,158千円（10,189千円）

　医師や学識経験者等からなる専門家支援チームによる小・中学校への派遣支援に加え、

特別な支援や配慮が必要な児童生徒が増加したことによって、多様な子どもたちの特性理解

やアセスメントに悩む個別支援学級の教職員に対するコンサルテーション事業を新たに創設

します。障害特性に応じた適切な指導方法等について、発達障害等の専門的支援に見識と

実績のある民間事業者のノウハウを活用することで、教職員の特別支援教育に係る更なる

専門性の向上を図ります。

また、肢体不自由児童生徒が在籍する小・中・義務教育学校に理学療法士を派遣し、児童

生徒の安全確保及び姿勢や運動面などの学習の土台づくりを進め、学びの充実を図ります。

(３) インクルーシブ教育モデル研究事業 5,553千円（7,010千円）

若葉台地域において、小学校と特別支援学校の児童生徒が

安心して学び続けられるための、新たな交流及び共同学習の

検討・研究・実践等に、大学とも連携しながら、引き続き

取り組みます。

(４) 就学・教育相談事業 155,328千円（153,181千円）

　特別な支援が必要な子ども一人ひとりの教育的ニーズに応じた適切な指導・支援を

行うため、ふさわしい学びの場についての就学・教育相談を実施します。

353,871千円

その他 8,872千円

本
年
度
の
財
源
内
訳

11
特別支援教育の推進、
福 祉 ・ 医 療 等 と の
連 携 に よ る 支 援

一般財源 2,090,442千円

市債 50,000千円

国・県

本 年 度 2,503,185千円

前 年 度

差 引 263,162千円

2,240,023千円
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(５) 福祉・医療等との連携による支援 1,422,007千円（1,315,009千円）

①  スクールバス運行事業【拡充】　 1,077,808千円（1,014,737千円）

　社会情勢の変化に伴う人件費や燃料費の高騰及び交通事業者の働き方改革に伴う、

乗務員等の担い手不足に対応するとともに、既存の運行体制を維持しつつ、特別支援学校

（視覚・知的・肢体）でスクールバス等を運行します。

また、肢体不自由特別支援学校にて、通学中にも医療的ケアが必要なためスクールバス

に乗車できない児童生徒に提供する福祉車両（原則看護師が同乗）は、台数を増やし、

運行コースの拡充を図ります。

　さらに、福祉車両の運行において、保護者・事業者・学校間での情報共有などを円滑に

進めるためのシステムを新たに導入します。

<通学用スクールバス等の運行：50コース>

<福祉車両の運行：Ｒ６：29コース→Ｒ７：33コース>

②　特別支援学校医療的ケア体制整備事業【拡充】　 267,871千円（257,024千円）

　児童生徒の多様化する医療的ニーズへの対応や通学支援を拡充するため、肢体不自由特別

支援学校６校に配置する学校看護師を増員します。また、看護師職のとりまとめ役となる

主任級を２名配置し、組織体制の強化を図ります。

　それに加えて、高度化する医療的ケアへの対応及び学校看護師の質の向上を図るため、

研修を実施します。

　人工呼吸器等高度な医療的ケア児の保護者の付添い解消について、引き続き、宿泊行事等

への付添解消に向けたモデル的実践や、医療的ケア等があり、自宅で訪問教育を受けている

家庭への負担軽減に取り組みます。

<看護師配置数：Ｒ６：44人→Ｒ７：50人>

③　医療的ケア児・者等支援促進事業 7,382千円（8,355千円）

　医療的ケア児・者等の在宅生活を支えるため、医療的ケア児・者等コーディネーター

を中心に関係機関との連携や地域での受入れを推進するとともに、理解を深めてより

連携を広げていくため、支援者養成研修を実施します。

<こども青少年局、健康福祉局、医療局、教育委員会事務局連携事業>

(６) 特別支援学校における非常用電源の整備 28,667千円（－千円）

　新たな横浜市地震防災戦略に関する取組の一つとして、特別支援学校に通う医療的ケア

が必要な児童生徒に対し、災害時においても安心・安全な環境を確保するため、非常用

ポータブル電源の追加整備を進めます。

　これにより、災害時においても医療的ケア児が安定的に吸引器や人工呼吸器、加温加湿

器等を使用できる環境を整えます。

　併せて、安定的な電源の確保に向けて、特別支援学校敷地における無停電発電設備等の

導入を検討するための調査委託を実施します。

※システムイメージ

ケア内容共有

運行マッチング

システム

A事業者 B事業者

学校
保護者

運行希望
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取組内容

　市立高等学校では各学校の特色ある取組を発展させ、

魅力ある高校づくりを引き続き行うとともに、グロー

バル教育やサイエンス教育の取組により、世界で活躍

することができる人材を育成します。

(１) 新たな時代に向けた高校教育の推進

253,769千円（260,055千円）

① 横浜市立高校グローバル人材育成事業

166,185千円（153,507千円）

英語力やコミュニケーション能力等の向上を図る各種

事業・取組により、グローバル人材を育成します。

姉妹校交流等においては、生きた国際体験の機会を

つくるため、海外への渡航等を実施します。

海外留学・大学進学支援事業においては、希望する

生徒に対して、海外大学進学等に必要な資質・能力を

高めるプログラム（ATOP）

を実施するとともに、

生徒の留学を支援する

新たな制度を検討します。

また、グローバル人材育成

のため、東高校を「メタバーススクールモデル校」として

位置付け、メタバースセンターを設置しました。メタバー

ス空間やVRゴーグルを活用した授業の実施を進めます。

<再掲P10>

② 高等学校教育費 31,133千円（40,548千円）

　入学者選抜が適正かつ円滑に執り行われるよう取り組みます。また、生徒の出欠管理や成績

管理などを行う校務システムを運用し、校務処理の効率化を図るなど高等学校における適切な

学校運営に必要な支援を行います。

③ 特色ある高校教育推進費 48,075千円（59,303千円）

　戸塚高校音楽コースでは、著名な専門家による特別講義や授業、大学との連携、横浜商業

高校スポーツマネジメント科では、横浜市スポーツ医科学センターと連携するなどそれぞれ

の専門性を身に付けた人材を育成します。

　「通級による指導」として、横浜総合高校の生徒を対象とした「自校通級」及び高校全校

を対象とした指導が必要な生徒の在籍校への「巡回指導」を実施します。

　また、民間団体と連携し実施している校内居場所カフェ「ようこそカフェ」について引き

続き社会福祉基金を活用し、困難を抱える生徒の支援を行います。

④ 中高一貫教育校推進事業 8,376千円（6,697千円）

南高校・附属中学校及び横浜サイエンスフロンティア高校・附属中学校において、中高一貫

教育校として教育活動の更なる充実に向けて取り組みます。

また、附属中学校２校の適性検査において、志願者利便性の向上及び教職員の負担軽減に

つなげるよう、ウェブサイトによる志願手続きの実施や受験案内の作成等準備を行います。

差 引 49,364千円

一般財源 283,514千円

その他 20,366千円

市債 -

本
年
度
の
財
源
内
訳

国・県 18,756千円

本 年 度 322,636千円

前 年 度 273,272千円

12
新たな時代に向けた
高 校 教 育 の 推 進

（ATOP紹介動画より）
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取組内容

　教職員一人ひとりが豊かな人権感覚を身につけると

ともに、あらゆる差別をなくすために行動できる児童

生徒の育成を図ります。

　また、豊かな情操や規範意識、公共心、伝統や文化

を尊重する心など、子どもたちの人格形成の基盤とな

る精神を育成する教育活動を推進します。

(１) 人権尊重の精神を基盤とする教育活動の推進　

13,741千円(14,107千円)

① 人権教育推進事業 7,825千円(8,237千円)

　「だれもが」「安心して」「豊かに」生活できる学校

を目指して、人とのつながりから学び、自分も他の人も

大切にできる子どもの育成に向けて、実践推進校等を設

け、推進体制をつくり、授業実践等を通じて、全市的に

人権教育を推進し、人権尊重の精神を基盤とする授業づ

くり、学校づくりに取り組みます。

　また、子どもを取り巻く課題は、いじめ、虐待、貧困、

疾病、ネットによる誹謗中傷、性同一性障害や性的指向

・性自認にかかる差別、発達障害を含む障害がある児童

生徒や外国籍、外国につながる児童生徒、外国から帰国

した児童生徒への差別など多岐にわたります。これらの

多様な課題に応じた個別テーマの背景や知識を習得する

研修を、教職員の各キャリアステージにおいて必須とし、

課題の解決を目指します。

②豊かな心の育成事業 5,916千円(5,870千円)

市立学校が取り組む重点的課題の一つである「豊かな心の育成」を推進する上で、本市に

おける子どもの現状や課題を整理し、全教育活動を通して子どもたちの豊かな心を育んでい

くため「『豊かな心の育成』推進プログラム」を策定しています。

「横浜教育ビジョン2030」では、横浜の教育が目指す人づくりを「自ら学び、社会とつな

がり、ともに未来を創る人」とし、その育成を目指して子どもに身に付けてほしい力を五つ

の視点「知」「徳」「体」「公」「開」で表しています。本事業では、そのうち「徳」（豊

かな心）で示す子どもを育んでいきます。

また、豊かな心の育成拠点校（２校）及び豊かな心の育成推進校（36校）において、道徳

教育に係る実践研究や「同プログラム」の検証を行い、道徳科の授業の効果的な指導のあり

方等を発信するなど、道徳教育の推進を図ります。

横浜の子どもたちの豊かな感性や創造性

を育むため、小学生を対象として、一流の

文化・芸術に身近な場所で触れることがで

きる本物体験を実施します。

「心の教育ふれあいコンサート」では、

本格的な音楽ホールである横浜みなとみら

いホールで、地元のプロオーケストラの生 (心の教育ふれあいコンサート)
演奏に触れる機会を提供します。

42,319千円

45,673千円

本 年 度

本
年
度
の
財
源
内
訳

国・県

差 引 ▲ 3,354千円

5,916千円

その他 8,375千円

市債 -

28,028千円一般財源

人 権 尊 重 の 精 神 を
基 盤 と す る 教 育
活 動 の 推 進

前 年 度

13

コラム 舞台芸術等体験事業
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取組内容

子どもに関する課題や学校の課題の解決と未来を

担う子どもたちの豊かな成長のために、学校が地域

と連携・協働し、子どもの学びや育ちを支えます。

(１) 多様な主体とつながる教育の充実

65,817千円（75,823千円）

① 学校運営協議会推進事業 21,598千円（22,044千円）

学びの充実や学校運営改善のために、地域住民等が

学校運営に参画する「学校運営協議会」を設置し、
運営を支援します。　<Ｒ６：500校→Ｒ７：503校>

②学校・地域連携推進事業 43,033千円（52,342千円）

学校と地域の橋渡し役を担う学校・地域コーディネーター

（地域学校協働活動推進員）を養成するとともに、
地域住民等の参画による地域学校協働活動を支援します。

<Ｒ６：466校→Ｒ７：470校>

③小中一貫教育推進事業 1,186千円（1,437千円）

全小中一貫教育推進ブロックで取組を推進するとともに、
義務教育学校等で先進的な実践・研究を推進します。今後

は成果や課題を踏まえ、取組の一層の充実を図ります。

　ＳＤＧｓ達成の担い手育成（ＥＳＤ）推進事業では、児童生徒が「持続可能な社

会の創り手」になるために、「地球規模の課題を自分事として捉え、その解決に向

けて自ら行動を起こす力を身に付けるための教育」を推進しています。

　推進校（６年度は24校）を中心に、小・中学校全校で、総合的な学習の時間等を

通してＳＤＧｓ達成の担い手育成（ＥＳＤ）に積極的に取り組んでおり、花の魅力を

伝えるイベントの開催など、GREEN×EXPO2027を意識した取組もスタートしています。

　また、サーキュラーエコノミーの一環として、中学校標準服のリユースについて

各校ＰＴＡの取組を支援するとともに、学校と企業との連携による標準服リサイク

ルのモデル校を設定して取組を推進します。

学校と企業の連携・協働の 北欧視察をもとにした 瀬谷区の小学校が企画した

交流会 子どもの意見表明権研修 花に親しむイベント

14
多 様 な 主 体 と
つ な が る
教 育 の 充 実

本 年 度 102,195千円

前 年 度 131,998千円

差 引 ▲ 29,803千円

本
年
度
の
財
源
内
訳

国・県 26,577千円

その他 -

市債 -

一般財源 75,618千円

コラム ＳＤＧｓ達成に向けた取組について
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取組内容

本市の教育施策や児童生徒・学校・地域の実情、

国の定数改善等に応じた教職員の配置等を行い、更

なる教育の質の向上を図ります。

(１) 教職員人件費等

172,729,518千円（173,213,500千円）

①教職員人件費

162,558,527千円（164,808,026千円）

小学校の35人学級の段階的実施に伴う、小学校第

６学年の学級数の増加及び個別支援学級や国際教室

等の配慮が必要な児童生徒数増加に対応するため、

教職員配置を拡充します。

　なお、定年延長のため、７年度は定年退職者が

生じないこと等から、予算額は減となっています。

ア　 小・中・義務教育・特別支援学校の教職員数

　　<Ｒ６：16,987人→Ｒ７：17,198人>（＋211人）

イ 　高校教職員／用務員・調理員の数

　　<Ｒ６：1,733人→Ｒ７：1,701人>（▲32人）

ウ　 退職手当の減（定年退職者が生じないため）

　<Ｒ６：9,190,007千円→Ｒ７：3,091,318千円>

②非常勤講師等人件費 8,193,900千円（6,697,654千円）

教育内容の充実及びきめ細かな教育や円滑な学校運営の推進等のため、非常勤講師等

を配置します。報酬改定による影響や配置人数の増により、予算額が増となっています。

ア　チーム学年経営（教科分担制推進のための非常勤講師の配置）

　小学校高学年の教科分担制の実現に向けて、主に非常勤講師を配置して学年全体

をマネジメントする教員を創出し、７年度は全ての小学校及び義務教育学校（前期

課程）でチーム学年経営を展開します。<Ｒ６：271人→Ｒ７：339人>（＋68人）

イ　特別支援教室実践推進　　<Ｒ６：102人→Ｒ７：120人>（＋18人）

在籍学級で学ぶことが難しい児童生徒を対象とした特別支援教室に配置します。

ウ　非常勤栄養士の配置による支援　　<Ｒ６：120人→Ｒ７：143人>（＋23人）

　学校栄養職員等が派遣されている給食実施校へ配置し、支援を拡充します。

エ　欠員代替等の非常勤講師対応　　<Ｒ６：193人→Ｒ７：341人>（＋148人）

③職員室業務アシスタント配置事業 1,397,091千円（1,164,620千円）

教職員の働き方改革の推進のため、教員の負担を軽減し、限られた時間の中で効率的

に業務ができることを目的として、主に職員室における事務的な業務をサポートする会

計年度任用職員を、小・中・義務教育学校及び特別支援学校に配置します。

　加えて、全員給食に向けた新たな取組（アレルギー対応、汁物食缶、食育の更なる推

進）に備え、中学校の体制をサポートするため、臨時的な取組として全校に職員室業務

アシスタントを追加配置します。〈再掲P20〉

また、学校運営において非常に重要な役割を担っている副校長を支援するため、一部

の学校に副校長サポート（副校長マネジメント支援員）を配置します。

④教職員旅費 　580,000千円（543,200千円）

市立学校の校外学習・修学旅行や部活動等に伴う旅費を支給します。

15 教 職 員 人 件 費 等

本
年
度
の
財
源
内
訳

国・県 40,503,794千円

その他 102,605千円

市債 -

一般財源 132,123,119千円

本 年 度 172,729,518千円

前 年 度 173,213,500千円

差 引 ▲ 483,982千円
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取組内容

児童生徒等の健康の保持・増進のため、各種健康診断を

実施します。また、学校保健安全法や学校環境衛生基準に

基づき、学校保健を推進するため各種事業を実施します。

(１) 学校保健 318,548千円（319,556千円）

① 児童・生徒等健康診断費
289,248千円（290,796千円）

 児童生徒を対象に健康診断、腎臓検診、結核検診、心

 臓検診及び翌年度小学校入学予定の児童を対象とした、

 就学時健康診断を実施します。

 また、運動器（脊柱や四肢）の検診について、児童生

 徒、保護者、教職員等への啓発に取り組みます。

② むし歯予防事業 27,500千円（27,500千円）

 むし歯や歯肉炎予防のため、歯科衛生士による巡回歯

 科保健指導を実施し、学校歯科医や横浜市歯科医師会と

 連携しながら学校における歯科保健教育を推進します。

③ 健康・安全教育推進事業【拡充】
1,800千円（1,260千円）

 児童生徒等を取り巻く健康課題について、学校が課題

 意識に応じて医師等の専門家を招き、外部講師として授

 業や講演会等を行います。

 <開催校数 Ｒ６：84校→Ｒ７：120校>

取組内容

各種大会や研究会などを通じ、児童生徒への体育への

興味関心を高めるとともに、技能の向上や体力の増進を

図り、体験活動等を通して健やかな成長を支援します。

(１) 学校体育 262,214千円（256,705千円）

① 学校体育振興事業 67,316千円（66,182千円）

 中学校総合体育大会においては、大規模会場での開催

 を継続して実施することで大会従事者の人員削減を図り

 教職員の働き方改革を進めています。また、熱中症安全

 対策のための医療従事者の派遣や、学生に運営ボラン

 ティアの協力を得るなど、持続可能な大会運営に取り組

 んでいます。

 小学校の水泳学習における民間スイミングスクール等

 の活用事業については、16校で試行実施します。

② 少年自然の家運営費 194,898千円（190,523千円）

　 指定管理者への委託により、横浜市少年自然の家（赤

 城林間学園・南伊豆臨海学園）の管理運営を行います。

　 また、児童生徒等の利用者が安心して施設を利用でき

 るよう、施設・設備等の維持管理に要する工事の実施や、

 当該施設のある町村（群馬県昭和村・静岡県南伊豆町）

 との交流事業を推進します。
一般財源 571,250千円

前 年 度 659,812千円

差 引 35,644千円

本
年
度
の
財
源
内
訳

国・県 83,749千円

その他 1,457千円

市債 39,000千円

本 年 度 695,456千円

本
年
度
の
財
源
内
訳

国・県 24,996千円

一般財源 590,740千円

その他 109,563千円

市債 -

17 健 や か な 体 の 育 成

学 校 保 健
の 推 進

差 引 ▲ 11,106千円

本 年 度 725,299千円

前 年 度 736,405千円

16
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取組内容

学校施設の保全を図るための設備維持管理に必要と

なる経費の配当や、教育環境を維持するための教育機

器等の整備を行います。

　また、これまで学校ごとに予算配当していた業務の

集約化や学校の体制強化・校務DXの推進により、教職

員等の負担軽減に取り組みます。

(１) 学校配当予算 6,530,350千円（7,191,589千円）

「いきいき学校づくり予算」により、それぞれの学校

の特色を生かした教育活動や学校事情・地域事情に応

じた自主的・主体的な学校運営を推進します。

①　学校運営振興費　6,099,713千円（6,760,913千円）

　学校の教育課程を実施するために必要な教材や

図書などを整備し、教育内容の充実を図ります。

　なお、中学校の学校配当予算では、６年度に教科書

改訂に伴う指導書及び指導者用デジタル教科書等を

購入しています。７年度予算額としては、その購入分が

減となっています。

②　小破修繕等　430,637千円（430,676千円）

教室や校庭関連施設等の整備に係る修繕を実施します。

(２) 学校の負担軽減に向けた取組 3,299,209千円（2,684,799千円）

① 業務の集約化〈再掲P14〉

必ずしも教職員が担う必要のない業務を整理し、適正化・負担軽減を図るため、これま

で学校ごとに行っていた学校図書館の新聞購入契約手続きや日本スポーツ振興センター災害

共済給付金の支払事務を新たに教育委員会事務局に集約化します。

② 校務DXの推進〈再掲P14〉

　全市立学校にクラウド版のグループウエアやM365を新たに導入し、１人１台端末を活用

することで、学校内どこにいても校務ができる柔軟な職場環境を段階的に整備します。

　また、「家庭と学校の連絡システム」 により、学校への提出書類のデジタル化を進め、

教職員の負担軽減を一層推進します。

③ チーム力の強化・外部人材の配置〈再掲P14〉

横浜独自の取組「チーム学年経営」を全小・義務教育学校（前期課程）へ展開すると

ともに、職員室業務アシスタント、副校長サポート、部活動指導員を継続して配置します。

(３) 学びの充実に向けた取組　 77,890千円（－千円）

① 学校図書館への電子書籍導入【新規】〈再掲P10〉

 子どもたちの読書機会の充実に向けて、全ての小学校、義務教育学校、特別支援学校に

 電子書籍を導入します。

(４) 災害から子どもを守る学校防災推進事業　 82,651千円（83,493千円）

 小学校、義務教育学校及び特別支援学校小学部の１学年分の防災ヘルメットを配備します。

 また、留め置き児童生徒用の災害備蓄品を更新します。

本
年
度
の
財
源
内
訳

国・県 404,087千円

一般財源 22,204,340千円

その他 965,612千円

市債 -

前 年 度 24,224,765千円

学 校 管 理 ・ 運 営

差 引 ▲ 650,726千円

18

本 年 度 23,574,039千円
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取組内容

生涯学習の振興を図るため、市民への学習機会の提供、

学習活動への支援等を進めます。

(１) 生涯学習の推進 211,666千円（112,882千円）

①二十歳の市民を祝うつどい

99,045千円（102,077千円）

二十歳（はたち）の市民を対象に、成人としての社会

的責任を改めて自覚し、横浜への愛着を深めることを目

的とした式典を開催します。

②横浜市民の読書活動推進事業

5,805千円（5,805千円）

乳幼児期から高齢期まで市民一人ひとりが読書に親し

み、楽しむことができる環境を整備するため、第三次横

浜市民読書活動推進計画に基づき取り組みます。

③コミュニティハウスの移設【拡充】

106,816千円（5,000千円）

　峯小学校の児童数の増加に伴う不足教室対策の一環と

して、峯小学校コミュニティハウスが担ってきた機能を

踏まえ、新たなコミュニティハウスを同じ中学校区域内

にある帷子小学校へ移設します。

取組内容

　文化財保護法や市文化財保護条例、６年度文化庁認定

を受けた横浜市文化財保存活用地域計画等に基づき、市

内文化財の保存・活用を進めます。また、横浜市歴史博

物館ほか４館の管理運営を行います。

(１) 横浜の歴史に関する学習の場の充実

930,826千円（1,002,861千円）

①博物館等指定管理施設事業

865,328千円（855,106千円）

　横浜に関係した歴史資料等の収集、保管、展示及び調

査研究のため、横浜市歴史博物館ほか４館の管理運営を

行います。また７年度は、８年度から始まる第４期指定

管理者を選定するため選定評価委員会を開催します。

②文化財保全整備事業 65,498千円（147,755千円）

　所管する史跡・名勝の維持管理、保全整備として、

敷地内の樹木剪定・伐採等のほか、崖地対策として、

国指定史跡朝夷奈切通及び神奈川県指定史跡稲荷前古

墳群の崖地防災整備工事を行います。

一般財源 1,072,920千円

生 涯 学 習 の 推 進

横浜の歴史に関する
学 習 の 場 の 充 実

17,365千円

その他

市債 5,000千円

本 年 度 1,097,834千円

前 年 度 1,163,425千円

差 引 ▲ 65,591千円

435,550千円

その他 9,471千円

市債

一般財源 1,179,380千円

19

本 年 度 1,724,401千円

前 年 度 1,587,313千円

本
年
度
の
財
源
内
訳

国・県

差 引 137,088千円

20

2,549千円

100,000千円

本
年
度
の
財
源
内
訳

国・県
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　７年度予算編成は、持続可能な市政運営を実現するため、「財政ビジョン」　

「中期計画」「行政運営の基本方針」の『３つの市政方針』に基づき、全庁一丸となって

『創造・転換』を理念とする財源創出に（歳出・歳入の両面から）取り組みました。

<主な財源創出の取組>

合計：66件、592,290千円

　　　 事業名　　　　　　　

(1)「創造・転換」による財源創出（歳出削減の取組）

教育用コンピュータ整 タブレット型コンピュータサポートについて、経費

備事業（小学校） 適正化の取組の中で仕様の見直し等により削減した。

ＩＣＴ支援員派遣事業

（小学校・中学校）

(2)「創造・転換」による財源創出(歳入確保の取組)

不登校児童生徒支援 事業の再編や運用変更により国庫補助の対象となる

事業 費用が増えたこと等で歳入を確保した。

(3)その他の財源創出

教育用コンピュータ整 過去の実績を基に、学校で使用する物品購入数及び

備事業（小学校） 単価を見直し、学用器具費を削減した。

教育委員会事務用ネッ 過去の実績を基に、委託費を削減した。

トワーク運用事業

個人版ふるさと納税、地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）の推進

　教育委員会事務局では「ふるさと納税」による寄附を募っており、６年度は100,170千円

 (2,121件 12月末時点)の寄附をいただいています。(５年度 43,471千円(1,105件))

(1)「あの学校を応援したい！」

　教育活動の充実のため、学校の備品購入等に活用しています。

(2)「学校施設の整備に協力したい！」

　学校施設の建替えや保全などに活用しています。

(3)「図書館を応援したい！」

　子どもの読書活動や学習活動を豊かにする図書の購入に活用しています。

財源創出の取組

財源創出の内容 財源創出額

205,438千円

契約方法及び仕様を見直したことにより、委託費を
削減した。

148,558千円

86件

26,112千円

39,599千円

18,465千円

４年度（実績） ５年度（実績） ６年度（12月末時点）

220件 18,673千円 545件 24,215千円 1,008件 51,306千円

４年度（実績） ５年度（実績） ６年度（12月末時点）

3,026千円 358件 12,737千円 760件 32,823千円

４年度（実績） ５年度（実績） ６年度（12月末時点）

70件 2,059千円 202件 6,519千円 353件 16,041千円

寄付によって購入した本
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(単位:千円)

297,705,448 286,032,208 11,673,240 4.1

196,257,458 195,457,856 799,602 0.4

1目 　教育委員会費 21,357 21,360 ▲3 ▲ 0.0

2目 　事務局費　　 12,198,202 11,390,320 807,882 7.1

3目 　教職員費 171,332,427 172,048,880 ▲716,453 ▲ 0.4

4目 　教育指導振興費 9,377,349 9,279,774 97,575 1.1

5目 　教育センター費 100,451 246,259 ▲145,808 ▲ 59.2

6目 　特別支援教育指導振興費 764,970 726,040 38,930 5.4

7目 　教育相談費 2,462,702 1,745,223 717,479 41.1

13,811,283 14,146,112 ▲334,829 ▲ 2.4

1目 　学校管理費 10,024,645 10,346,950 ▲322,305 ▲ 3.1

2目 　学校運営費 3,786,638 3,799,162 ▲12,524 ▲ 0.3

6,320,759 6,772,397 ▲451,638 ▲ 6.7

1目 　学校管理費 4,090,539 3,993,902 96,637 2.4

2目 　学校運営費 2,230,220 2,778,495 ▲548,275 ▲ 19.7

1,136,923 1,121,063 15,860 1.4

1目 　学校管理費 790,258 772,698 17,560 2.3

2目 　学校運営費 346,665 348,365 ▲1,700 ▲ 0.5

1,875,071 1,816,005 59,066 3.3

1目 　学校管理費 1,612,975 1,550,438 62,537 4.0

2目 　学校運営費 262,096 265,567 ▲3,471 ▲ 1.3

4,102,790 3,856,988 245,802 6.4

1目 　生涯学習推進費 502,576 540,859 ▲38,283 ▲ 7.1

2目 　文化財保護費 1,097,834 1,163,425 ▲65,591 ▲ 5.6

3目 　図書館費 2,502,380 2,152,704 349,676 16.2

31,652,159 27,427,733 4,224,426 15.4

1目 　学校保健費 725,299 736,405 ▲11,106 ▲ 1.5

2目 　学校体育費 695,456 659,812 35,644 5.4

3目 　学校給食費 16,348,837 14,201,250 2,147,587 15.1

4目 　学校給食物資購入費 13,882,567 11,830,266 2,052,301 17.3

42,549,005 35,434,054 7,114,951 20.1

1目 　学校用地費 1,596,406 1,370,527 225,879 16.5

2目 　小・中学校整備費 18,475,856 13,133,638 5,342,218 40.7

3目 　高等学校整備費 124,250 124,304 ▲54 ▲ 0.0

4目 　特別支援教育施設整備費 202,478 161,780 40,698 25.2

5目 　学校施設営繕費 21,851,200 20,525,227 1,325,973 6.5

6目 　学校施設整備基金積立金 298,815 118,578 180,237 152.0

５項　特別支援学校費

８項　教育施設整備費

６項　生涯学習費

７項　学校保健体育費

４項　高等学校費

令和７ 年度　 教育予算総括表

款項目
７年度
予算額

６年度
予算額

増▲減
前年度比
（％）

17款　教育費

１項　教育総務費

２項　小学校費

３項　中学校費
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